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１１１１．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに―自動車産業自動車産業自動車産業自動車産業のののの再編再編再編再編とととと貿易構造貿易構造貿易構造貿易構造のののの変化変化変化変化― 

近年、欧州市場では、EU 単一市場の誕生および EU の東方拡大に伴い、産業構造がグローバ

ルな視点から再編されつつある。1990 年以降の自動車産業の状況はそれをまさに象徴していると

いえよう。いうまでもなく自動車産業はその規模や関連業種の裾野の広さから、経済全体に与える

波及効果が大きく、現代における最も重要な産業のひとつとされている。そのため各メーカーは、

自国の保護政策の下で国内市場を重視した戦略を展開してきた。しかし、1980 年代後半以降のグ

ローバル経済の進展や EU 単一市場の誕生によって自動車産業も国際競争の時代が到来する。

自動車メーカー各社は、新たな市場の確保とコスト削減を目指し、新興国での生産、モジュール方

の導入、サプライヤー数の大幅な削減を進め、国際貿易と規模の経済を駆使した生産体制を構築

した。その過程で産業内の合併・統合、しいては北米メーカーの経営破綻を誘引し、今後もこの動

きは続くと思われる。 

近年の自動車メーカーの海外生産拠点の形成についてみると、主に３つの段階に要約すること

ができる。第一段階は 1980 年代の安価な労働力や広大な工場施設の確保を目的にイベリア半島

のスペイン、イタリアに各メーカーが進出した段階である。第 2 段階は、1990 年代の EU 加盟に先

立ち、旧社会主義国の中・東欧諸国への進出した時期である。特に 1993 年は、非関税障壁等の

撤廃によって欧州域内に巨大な EU 単一市場が誕生した。これにより各国ごとに異なっていた諸制

度や行政手続きは、欧州レベルでの整備・統一が進み、部品・車両の承認にかかわる経費・期間

等の大幅な短縮・合理化が進展したi。こうした環境変化に加え、環境対応車の開発への要求の高

まりが自動車メーカー各社の国際競争に拍車をかけた。そして第 3 段階の 1990 年代以降では、モ

ジュール生産方式の導入と生産国ごとに車種を限定して生産する新たな体制を構築した。ここにし

て、従来の生産国の市場のニーズに合わせた多種多様な車種を国内市場に供給していた生産体

制から、海外市場に向けた特定の車種のみを生産する体制へと移行したのである。つまり、メーカ

ー各社は財の豊富なバラエティーを求める消費者の嗜好に対して、差別化された財の生産に特化

することで規模の経済性を追及し、「差別化された最終財」の取引によって貿易を拡大させる戦略

を打ち出したのである。このような生産拠点の再編は、サプライヤーの生産体制にも少なからぬ影

響を与えた。それまで自動車メーカー国から調達されてきた自動車部品は、グローバルなベース

で調達するグローバル・ソーシングへと変化した。その結果、自動車部品産業においても国際間で

の競争、メーカー間の合併・買収が進み、また「産業内貿易」も急速に増加した。 

本稿の目的は、EU 統合・東方拡大の問題に直面する欧州自動車産業における近年の貿易拡

大と貿易構造の変化の関係について、産業内貿易の拡大に寄与するメカニズムを解明することに

ある。自動車産業の生産拠点の拡大と新たな生産拠点の再編には、国際的な産業技術の水準が

重要な要因とされる。本論では、自動車本体と自動車部品の生産について、各国の特許レベルを

もとに貿易品目を高技術と低技術に分類し、それぞれの違いに着目した理論モデルを構築しこの

モデルをもとに、実証分析をおこなった。本稿の構成は以下の通りである。まず、(1)垂直的産業内

貿易の先行研究についての整理、（2）自動車産業の国際的な拠点の再編と自動車部品産業への

影響の考察、(3)貿易モデルの提示、（４）貿易構造の確認、(5)回帰分析、そして（６）結論となる。 
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２２２２．．．．産業内貿易産業内貿易産業内貿易産業内貿易のののの先行研究先行研究先行研究先行研究 

近年の欧州自動車産業におけるモジュール生産の導入を伴った生産拠点の再編は、国際的な

生産工程間の分業を促し、国際貿易を拡大させる要因となった。こうした動きは、自動車メーカーと

サプライヤー間の中間財・サービスのアウト・ソーシングの再編をも伴った。以下ではアウト・ソーシ

ングと貿易に関する近年の研究について整理する。 

貿易量の拡大が生産工程における国際分業に起因する理論については、多くの研究が存在し、

これらの研究結果の多くは、生産工程の国際的立地の拡散が、同一産業に属する財の貿易を拡

大し、そのことが所得水準の増加以上に国際貿易を増加させていると主張している。一方、アウト・

ソーシングの選択については、Antras(2003,2005)、Antras and Helpman(2004)が、契約論の立場か

ら資本集約度における企業の不均一性や生産性格差が高いと企業内取引を選択し、逆の場合に

は市場取引のアウト・ソーシングを選択させるとしている。また国際的な生産の工程間分業を伴う国

際貿易の拡大に関する分析には、多国籍企業による直接投資と技術移転に着目した分析が数多

く存在し、企業の国際的な工程分業は、企業内取引を通じた国際的分業から、市場取引を基礎と

したものに発展していることを明らかにしている。つまり最終財を生産する各生産工程は、中間財・

サービス業のアウト・ソーシングを通じ国境をこえて結びつき、そうした取引の連鎖によって垂直的

な産業内貿易が実現し、世界の貿易量が飛躍的に拡大しているという。そして、このような産業内

貿易に不可欠な要素として、市場の間を結ぶインフラ整備によるコストの低下に注目している。コス

トの低下には、情報通信費や輸送費用の整備によるものと、国際間での関税・非関税障壁の低減

や法制度の調和、知的財産の保護などサービスリンク・コストの低下の２つがあるとしている。 

産業内貿易に関する実証研究についてみると、1990 年代半ばより国別や産業別の特徴に着目

した分野での研究蓄積がある。その多くは Abd-el-Rahman (1991)の考案した指標に基づき水平

的・垂直的に分け、それぞれの決定要因を解明する分析手法を用いている。まず、Greenaway, 

Hine and Milner (1994)は、1988 年における英国とその 62 の貿易相手国との間の垂直的産業内貿

易の重要な決定要因について検証をおこない、相手国の市場規模や関税同盟への加入の有無

が重要な要因であることを示した。また Fontagné, Freudenberg and Péridy(1997)は、1980 年から

1994 年の期間における EC 内産業内貿易の実証分析を行ない、国家間の要素賦存の違い（一人

あたり所得の差で近似）が大きいと、その両国家間の水平的産業内貿易は減少するが、垂直的産

業内貿易は増加することを示した。また FDI の増加については、垂直的と水平的産業内貿易の両

方を増加させるという結果を提示した。一方、Durkin and Krygier(2000)は、1989 年から 1992 年の

期間における米国と OECD 加盟国 20 カ国との産業内貿易に着目し、米国とその貿易相手国との

一人あたり GDP の差と垂直的産業内貿易のシェアとの間に有意な正の関係を見出した。 

EU についてみると、欧州委員会が EU12 カ国と関税表（Conbined Nomenclature）の 8 桁の水準

で貿易財 1 万の品目について貿易パターンを集計した包括的な報告書を作成している。EU 加盟

国の域内貿易パターンは、市場統合の過程で一方向貿易が減少し、同じ品目が輸出と輸入双方

向でおこなわれる双方向貿易、なかでも水平的貿易が増加してきたと報告されている。 

実証分析の結果では、Gabrisch and Segnana（2002）や Gabrisch（2006）が、EU と移行国との間
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の垂直的産業内貿易の決定要因として 2 国間の所得分布と技術水準の違いを挙げ、さらにこうし

た違いは各国の政策と直接投資に関係することを指摘している。また EU 諸国とアメリカとの貿易に

ついて分析した Feenstra and Hanson(2001)の結果からは、中間投入や国際分業が熟練と非熟練

労働者の賃金格差の要因となっていることを明らかにしている。 

先進国と途上国の貿易についは、石戸他（2003）が日本と東アジア域内貿易における垂直的産

業内貿易の動向を欧州域内貿易と比較し、東アジアにおいては垂直的産業内貿易の増加傾向が

顕著であると主張している。また、産業内貿易の決定要因について直接投資との関係に着目し、

理論モデルを提示し、東アジアにおける近年の垂直的直接投資の活発化が垂直的産業内貿易の

拡大に寄与しているとの結果を提示した。さらに日本の電気機械製品における垂直的産業内貿易

の決定要因として、FDI と地理的な距離、要素賦存の差が影響することを明らかにしたii。 

一方で、直接投資に関して、技術を発明する国と技術を利用する国が異なる場合には、特許の

ような知的財産権の保護の強化がその妨げとなることが指摘されている。Park(2001、2003、2006)

は、特許権を対象として、（１）対象となる権利保護の範囲、（２）特許権を保護するための国際条約

への加盟状況、（3）特許権を保有するものに対する制約、（４）権利侵害に対する防止措置の執行、

（5）保護期間の長さの５つの範疇についてスコアを割り当て国際比較が可能なインデックスを作成

し、知的財産の保護の程度について国際比較をおこなっているiii。知的財産の保護の程度は、所

得水準で代表される諸要因によって内生的に決定され、それらの諸要因と知的財産権の保護が

密接に関係するという見方がある。Helpman(1993)によれば、知的財産権の強化は、権利の保護さ

れる財の貿易の比率を高め、多国籍企業による先進国における生産比重を高めるという。また

Glass and Saggi(2002)は、発展途上国における知的財産の保護の強化がイノベーション、模倣、直

接投資のサイクルに与える影響を分析し、模倣への過度な制限は、最終的にイノベーションをも停

滞させる可能性があることを指摘している。これに対し Maskus and Penubarti(1995)は、OECD 諸国

と発展途上国 25 カ国とを対象に、知的財産権の強化が貿易、現地生産、技術ライセンス供与など

に与える影響を分析し、特許権の保護の強化が二国間の貿易の増加をもたらすとし、Glass and 

Saggi(2002)と異なる結果を示している。そして Smith(2001)は、アメリカの製造業について、各国の

特許権の保護の違いと輸出との関係について着目し、輸入国での特許権の強化は、模倣能力の

弱い国では市場の独占が進み、能力の強い国では拡大をもたらすという結果を示した。つまり、模

倣能力の程度が、輸出、現地生産、ライセンシングの取引を拡大させ、知的財産の強化は、市場

の拡大と、市場支配力の両方の効果を有しているとした。 

自動車産業の国際貿易は、似かよった生産要素の賦存条件の下で、規模の経済の存在により、

貿易が拡大するのを示す事例として教科書にも取り上げられている。アメリカとドイツなど生産要素

集約度が類似した先進国間では、大型車と小型車、高級車と大衆車のように、財のバラエティーを

求める消費者の嗜好に対して、製品を特化して生産することが規模の経済性を実現し、貿易が拡

大すると説明される。さらにこのような財は、所得の増加に伴ってさらに嗜好されることが多いため、

所得の増加効果よりも貿易がより拡大するというのであるiv。しかし、近年の自動車産業の貿易の拡

大は必ずしも先進国間の間のみならず、先進国と途上国の間でも拡大している。 
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本論では、近年の欧州自動車産業の生産拠点の再編に伴う、貿易構造の変容について技術水

準に着目し、理論分析と実証分析をおこなう。EU 単一市場の誕生と東方拡大のなかで、欧州自動

車産業は生産拠点を要素賦存の異なる国に付加価値の異なる製品の生産に特化させ、国際貿易

によって各国の消費者の財のバラエティーを確保する体制へと再編した。これは、Kurgman(1991)

が仮定する先進国の間の自動車貿易や消費者の選好の違いが貿易パターンを決定するというリン

ダー・タイプのモデルとは異なり、むしろヘクシャー・オーリンの要素賦存量の違う国での貿易の拡

大といえる。そのため、本論では、貿易拡大のメカニズムについて垂直貿易の拡大の要因として、

生産国の技術水準に着目する。本論はドイツやフランスといった自動車メーカー母国と旧社会主

義国の中・東欧諸国の状況を仮定したモデルであるが、欧州市場よりも国ごとの経済格差、技術格

差が存在するアジア市場など新興国への拡大も視野に入れている。 

 

 

3.欧州自動車産業欧州自動車産業欧州自動車産業欧州自動車産業のののの再編再編再編再編とととと貿易構造貿易構造貿易構造貿易構造のののの変化変化変化変化 

（（（（１１１１））））自動車産業自動車産業自動車産業自動車産業のののの欧州生産拠点欧州生産拠点欧州生産拠点欧州生産拠点のののの再編再編再編再編 

自動車産業の裾野は広く、多くの関連企業や労働者に影響を与える影響が大きい。そのため自

動車生産国では、基幹産業として保護されてきた。しかし、1980 年代後半には、EU 発足に先駆け

スペイン、ポルトガルなどメーカー本国以外での生産に乗り出すと、国際競争の幕が上がった。

1990 年代には EU 単一市場の誕生により競争は激しさを増し、各社はコスト削減と潜在的な市場を

中・東欧諸国に求めた。当時、経済の移行過程にあった中・東欧諸国への投資は、リスクの高さが

懸念されていた。しかしメーカー各社は、EU 加盟を見越した市場の潜在性を重視し、複数の国に

投資することでリスクを分散できると判断した。その結果、1990 年代前半には相次いでこれらの

国々に進出し、欧州全域に自動車生産拠点のネットワークが形成された。この時期のメーカの戦

略は、生産国の国内市場を重視し、複数の車種を生産する体制に留まっていた。 

しかし、1990 年代後半に入ると、メーカー各社は短期的には価格低下や消費者の嗜好の変化

に対応した新型モデルの迅速な開発の問題、長期的には環境対策や環境問題対応車など環境

と安全に対応した車の開発の問題に直面し、そのためのコストが重く圧し掛かってきた。この結果、

経営悪化に陥る企業が生じ、メーカー間の資本提携が相次いだ。1998 年 11 月にダイムラークライ

スラーの合併を機に、自動車メーカー間の合併、統合が加速し、フォードのボルボ買収、ルノーの

日産への資本参加、フィアットと GM の資本提携が行われた。 

またこの時期、コスト削減のためにモジュール生産方式が導入された。モジュール生産方式と

は、自動車部品メーカー数社が自動車本体の組み立て工場に隣接したサプライヤーパーク

において、コンポーネント単位で部品を組み立て、車両の組立ラインにジャストインタイ

ムで調達するシステムである。この方式の導入によって自動車メーカーはプラットフォー

ムを統合し、大量発注による納入価格の引き下げとサプライヤーの削減に成功した。さら

に自動車メーカーと比較して賃金水準が低い自動車部品メーカーに開発をアウト・ソーシ

ングすることで、コスト削減と時間短縮の両方を実現させた。こうしたサプライヤーパー
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クの建設には広大な敷地を必要とし、旧来の工場では労使関係の雇用をめぐる伝統的慣行

の問題も導入を困難であった。そのため本国での一部の工場の他には、新たな土地の購入

が容易な中・東欧諸国において建設が進んだv。そして、安価で優良な労働力を活用し、高度

に自動化された工場で特定車種を大量生産することで、メーカー各社は、さらなるコスト削減と生

産性の向上を達成したのであった。 

こうした生産体制の変容によって、従来の自動車生産の集積地であるスペインやイタリアのみな

らず、メーカー本国においても旧式の工場が相次いで閉鎖された。これにともない自動車メーカー

本国では車両の組立・製造事業に変わって、新型車などの研究開発・製造に重点を置き、またス

ペインやイタリアなどの旧来の集積地では、付加価値の高い車種、商用車、多目的車両の生産地

へと再編がおこなわれた。中・東欧諸国など新興国は、小型車、大衆車の生産に特化した。こうし

た結果、各拠点での自動車生産は生産国の需要から切り離され、世界各地の市場には世界各地

から様々な車種が国際貿易によって供給される体制が確立したのである（表１）。 

 

表表表表１１１１    1990 年代以降年代以降年代以降年代以降のののの自動車自動車自動車自動車メーカーメーカーメーカーメーカーのののの工場閉鎖工場閉鎖工場閉鎖工場閉鎖とととと開設開設開設開設 

年 メーカー 工場 国
1991 ルノー Valladolid スペイン

Saab Malmo スウェーデン
1992 ルノー Billancourt フランス

Rover Cowley Sud イギリス
ランチア DesioとChivasso イタリア
Innocenti Lambrate イタリア

1993 ボルボ Uddevalla スウェーデン
1994 ボルボ Kalmar スウェーデン
1996 セアト Barcelone スペイン

Chausson Creil フランス
1997 ルノー Vilvorde ベルギー
1998 ルノー Setubal ポルトガル
1999 GM-Opel Szendotthard ハンガリー
2000 フォード AzambujaとPlonsk ポルトガル/ポーランド

Foden Sandbach イギリス
2001 M-Opel Luton イギリス

Fiat Rivalta イタリア
2002 フォード Dagenham イギリス
2007 PSA Ryton イギリス

欧州GM Azambuja ポルトガル

閉鎖

    

年 メーカー 工場 国
1991 Eurostar Steyr オーストリア
1992 Opel Eisenach ドイツ

メルセデス Rastatt ドイツ
ホンダ Swindon イギリス
トヨタ Burnaston イギリス

スズキ Estergom ハンガリー
1993 セアト Martorell スペイン

VW Bratislava スロバキア
1994 Sevelnord Hordain フランス

AytoEuropa Palmela ポルトガル
VW Mosel ドイツ
Fiat Melfi イタリア

1995 NedCar Born オランダ
フォード Plonsk ポーランド

1996 Autonova Uddevalla スウェーデン
1997 MCC Hambach フランス
1998 Opel Gliwice ポーランド

Audi Gyor ハンガリー
2001 フォード トルコ

トヨタ Valenciennes フランス
2002 VW Dresde ドイツ

Porsche Leipzig ドイツ
2005 BMW Leipzig ドイツ

PSA-トヨタ Colin チェコ
2006 PSA スロバキア

起亜 スロバキア

開設

 

 

（（（（２２２２））））生産拠点生産拠点生産拠点生産拠点のののの再編再編再編再編とととと自動車部品産業自動車部品産業自動車部品産業自動車部品産業のののの関係関係関係関係 

1990 年代の欧州自動車メーカーの生産拠点の再編は、部品産業とのサプライヤー・システムに

も少なからぬ影響を与えた。従来、自動車メーカーは自動車部品を一国から調達していたが、国

際貿易によって世界各地から調達するグローバル・ソーシングの採用に乗り出した。モジュール生

産方式の導入にともない、小数の部品メーカーがサプライヤーパークにおいてモジュールユ
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ニットを組立て納入するようになるとその数は大幅に削減された。新興国では、現地メーカ

ーからの部品購入もおこなわれたが、従来の自動車部品メーカーの海外進出も不可避となった。

その選出に際して自動車メーカーは企業の製品開発能力を重視したため、部品メーカー各社は、

モジュールユニットの開発に力を入れた。計器類と室内のフロント部分を一体化したコックピ

ットモジュールやドアロック、スピーカー、開閉機構などを一体化したドアモジュールな

ど、多くのモジュールユニットが開発された。この背景には、組立工程で前後関係にある部

品メーカーとの技術提携や資本提携があった。1998 年には部品メーカーの主な再編や提携の

件数は 18件であったが、1999年から 2001年の前半までの２年半の合計はその 20倍近い

350 件近くにものぼったのであるvi。自動車メーカーも、自社の機能の分社化（アウト・ソーシン

グ）を行い、GM からディルファイが、2000 年にはフォードからヴィスティオンがそれぞれ内生事業

部から部品サプライヤーに分離独立した。その結果、生産委託経験を積み重ね、コスト削減と製品

開発の提案能力を保持した国際的な大規模サプライヤーが出現した。vii 

自動車メーカーは、小数のサプライヤーに大量発注することで規模の経済を達成し、モデルごと

に異なるメーカーを採用することでサプライヤー同士を競争させ、低価格かつ高品質な製品の納

入を可能にした。この結果 1990 年代後半には部品外注率は 60％から 70％へと増加し、現在は日

本企業のそれよりも高いとされる。自動車メーカー同様、自動車部品産業でもグローバルな調達方

法が確立し、この影響は 1990 年以降の急速な貿易拡大からも確認できる。 

 

（（（（３３３３））））自動車自動車自動車自動車メーカーメーカーメーカーメーカー各社各社各社各社のののの戦略戦略戦略戦略 

2008 年における、西欧１8 カ国のおける自動車各社の売上シェアをみると、VW が最も高く

18.3％、PSA13.6％、フォード12,2％、ルノー11.4％、GM9.1％、ダイムラー6.3％、トヨタが 7,1％と続

く（表2）。以下ではこれらのメーカーのうち、VW（独）、ルノー（仏）、トヨタ（日）、フォード（米）の 4社

をについて、1995年以降の拠点再編の影響について、その変化の最中にある 2000年前後の状況

に着目する。特に、エンジン・トランスミッション製造など PT（パワートレイン）系事業を

中心とした調達システム、及びアウト・ソーシングなどの各社の戦略を整理する。 

 

表表表表 2    2008 年年年年    欧州欧州欧州欧州・・・・中中中中・・・・東欧市場東欧市場東欧市場東欧市場におけるにおけるにおけるにおける自動車各社自動車各社自動車各社自動車各社ののののシェアシェアシェアシェア 

メーカー 西欧18カ国 中・東欧/ロシア
ＶＷ Ｇｒ. 18.3 9.2
PSA 13.6 4.3
Ford Ｇｒ. 12.2 10.1
Renault/Nissan 11.4 10.9
Fiat Ｇｒ. 9.3 3.9
ＧＭ Ｇｒ. 9.1 9.7
Ｄａｉｍｌｅｒ Ｇｒ. 6.3 1.7
ＢＭＷ Ｇｒ. 5 0.8
Toyota Ｇｒ. 4.9 6
Hyundai Ｇｒ. 2.8 8.2
その他 7.1 35.2
合計 100 100  

出所：ＦＯＵＲＦＯＵＲＩＮ Dec08, p.62- 63Ｎ Dec08, p.62- 63 
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VW グループグループグループグループ 

ドイツの自動車会社であるＶＷは、早くからイベリア半島、中・東欧諸国に進出し、欧州全体を

見据えたグローバルな拠点形成をおこなっている。2000 年の段階でスペイン、ポーランド、ス

ロバキア、ベルギー、ポルトガル、ボスニアが全体の生産額の 3 分の１を占めているが、以前として

ドイツにおける生産が 3 分の 2 を占めている。これには、ドイツ国内の給与水準の引き下げの見

返りに生産と雇用の維持を確約しなければならならず、そのため Golf生産をベルギーから

ドイツに移管したという背景がある。これに伴いイベリア半島の生産拠点の縮小と生産モ

デルの変更をおこなったviii。まず、スペインではMartorell工場においてミニバン製造及び

スポーツカーの設計、ポルトガルでは SUVなど多目的自動車の製造・開発機能に重点を置

いたix。他方、チェコ・シュコダの系列化やスロバキアへの進出、サプライヤーパークの設

立などコストの低い中・東欧諸国での生産拡大も同時に進めている。 

2000 年時点の各生産拠点における製造車種をみると、スペインは Polo、ベルギーは Golf，

Seat、Toledo、ポルトガルは Sharan と Alhambra、また新興国のスロバキアは Bora と Golf、ポーラン

ドは Bora と商用車 Caddy，アウディ A6、ボスニアはシェコダの Felicia の生産に特化している。 

VWの部品調達に関する戦略は、モジュール化と部品共通化によるコスト削減を柱とし、

特にフロントやコックピットのモジュール政策の導入、競争力を左右する部品の自社管理とオンライ

ン調達による世界調達政策を進めているx。またアウト・ソーシングについては、2001 年には、変速

機では CVT（Continuously Variable Transmission「無段変速機」）はまだ内生であるが、すでに MT

の一部と AT は外注となっている。このほかシートやステアリングの一部もすでに外注となっている。

PT 関連の部品調達についてみると、本国のドイツでは高度な技術を伴う PT 系の部品の生産ととも

にエンジン，MT，エンジン部品、組立と様々な部品を生産している。またスペインではエンジンの

組立が中心となっている。一方、新興国では、ポーランドがすでにディーゼルエンジン、チェコでは

1.0ℓ L4 エンジンの生産が開始されている。なかでもポーランドは PT系事業の部品の輸出拠点

として、同国の VW Motor Polska工場、チェコの Skoda 工場、ハンガリーの AHM（Audi 

Hungaria Motors）工場と Gyor 工場での相互供給体制を形成し、グローバルなネットワークによ

るコスト削減を達成しているxi。 

VW のサプライヤーパークについては、13 のサプライヤーが進出するドイツ国内の旧東

ドイツのMosel工場の他、ポルトガル Palmela工場とベルギーBrussels工場、また新興国

ではチェコ Skoda工場とスロバキア Blatislava工場に建設されている。Audiに関しては、

Ingolstadt工場と Neckasulm工場に併設されている。 

 

ルノールノールノールノー 

1990 年に民営化によって株式会社となり、1996 年に完全民営化されたルノーの国際戦略は他

社に出遅れていたが、1990年後半以降、 他社の戦略を参考に活発な生産拠点の拡大を進め

ている。ルノーではグローバル化の課題として生産規模の拡大を挙げ、日産との提携のみならず、
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ルーマニアのダチア（Dacia）社の子会社化を通じて、中・東欧諸国に積極的に進出しているxii。

ルーマニアでは 1989 年、トルコでは 1971 年から現地合弁を稼動し、こうした新興市場の生産拡大

に伴い、これまでの小型車中心を中心としてき戦略からファミリーカーの生産拡大にも本格

的に乗り出しているxiii。 

ルノーの生産拠点の再編についてみると、1990 年後半にベルギー、ポルトガルの工場を閉

鎖し、2004年にはフランス、スペイン、スロベニアの拠点間で製造モデルを移管している。

西欧向け小型車の生産はフランスとトルコに集約し、スペインを多目的車両ベースのコン

パクトカーの生産、スロベニアを小型車の生産と絞り込んでいる。車種についてみると、フ

ランスとスペインでは依然複数のモデルの生産を継続しているが、新興国ではトルコが Megane、ス

ロベニアでは Clio、ルーマニアでは Logan の生産といった具合に、特定車種の生産体制が築かれ

ている。2001年の段階では、すでにフランス国内の生産は欧州全体の約半分を占めるにとどまり、

スペインが 4 分の１、残りをトルコ、スロベニア、ルーマニアなど新興国が占めている。 

ルノーは、サプライヤーを部品の属性によって、システム・サプライヤー、モジュラー・サプライヤ

ー、パーツ・サプライヤーと 3 つに分けて管理している。この方法の導入により、従来のサプライヤ

ーの評価と整理を簡素化し、サプライヤーの数を削減させたxiv。2001 年の段階でのアウト・ソーシ

ングについてみると、MT は内生、AT は合弁、CVT は外注を検討しているが、シートやステアリング

はすでに外注である。各国ごとの部品調達についてみると、メーカー本国のフランスでは、エンジ

ン，MT，アルミ鋳造を生産し、海外拠点ではスペイン、ポルトガルにおいて MT，機械加工部品，

エンジンギア，オイルポンプ，鋳造部品の生産を行っている。新興市場へは自動車本体ほどでは

ないが、グローバル・ソーシングが進んでいる。2001 年には RNPO を設立し、中・東欧からの共同

購入、PT共通化、部品相互供給、地域相互補完等を日産ともに実施している。 

サプライヤーパークは、フランスの Sandouville工場のほか、新興国のトルコや中・東欧

のスロベニア、ルーマニアの工場において導入されている。 

 

トヨタトヨタトヨタトヨタ 

2007 年末、トヨタ自動車は世界 26 カ国、52 工場で自動車を生産し、世界一のＧＭと肩を並べた。

しかし、欧州市場についてみると、５％程度にとどまっている。トヨタの欧州生産拠点はイギリス

（TMUK）、フランス（TMUK）のほか、トルコ（TMMT）、ポルトガル（CAETANTO）、チェコ（TPCA）

にある。2005 年には欧州製造統括会社（TME）と工場（TMEM）を設立し、これに R&D 部門を

加えた会社をベルギーに設立し、自動車先進地域の欧州における生産体制を強化している。 

かねてより日本企業の欧州進出の拠点である英国では Avensis、Corolla などセダンを、また

2001 年より yaris(日本名 Vitz)、ポルトガルでは、ワゴン Hiace、小型・普通トラック Dyna を生産して

いる。新興市場における拠点は、フランスの自動車メーカーPSA との合弁会社 TPCA が置かれ

るチェコである。またトルコでは欧州向け完成車輸出拠点として、Verso（欧州仕様カロー

ラ）の生産を拡大している。トヨタも他の自動車メーカーと同様、生産拠点ごとにモデルを分けた

生産体制をおこなっている。 



 10 

しかし、当初はトルコへの進出（1990年に現地法人設立、1994年工場稼働）にみられる

ように、国内市場向けの生産を重視していたが、自動車関税が予想より早く撤廃されたこ

とにより、輸入車がトルコ市場に急増し欧米メーカーとの競争に晒された。さらに 2001年

には金融危機に直面し、一時は撤退をも検討した。しかし 2002年に欧州向けの輸出拠点と

して再編をおこない、その後は生産台数を延ばしている。 

トヨタの部品調達についてみると、1990 年代後半から「世界最適調達」を実施している。PT 関連

部品の生産国についてみると、英国では 1.6、1.8、2.0、2.2ℓ の L４エンジンを生産し、東西欧州拠

点間の補完的な部品供給体制を構築している。また新興国では、ポーランドを重視し、欧

州の PT系部品の一大供給基地として、2002年にエンジン・トランスミッション工場の TMMP を、

また 2005 年にはディーゼルエンジン工場 TMIP を建設し、欧州の完成車組立工場向けの輸出拠

点として、欧州各地の工場へと供給している。 

トヨタと部品メーカーとの関係は、サプライヤーズセンターを設立し、ネットによる購買情報システ

ムにより、部品メーカーのコスト削減とグループ協力体制の強化を図っている。欧州ではＴＭＭＥが

部品調達体制を担っている。サプライヤーの選定基準は、部品の品質、価格、納期である。フラン

ス進出の際には、日本の部品産業の進出を要請することなく、代わって欧州各地にある部品メーカ

ー180 社とインターネットで結ぶ「電子カンバン方式」を採用した。この方式ではＭＭＰが発注すると、

英仏 2 箇所の中継物流センターから各地の工場に配送するシステムである。その結果、欧州トヨタ

の現地調達率は、現地部品メーカーからの購入とあわせてほぼ 100％を達成しているxv。 

モジュール化生産方式に対しては、トヨタをはじめ日本の自動車メーカーは当初否定的

な見方を示した。近郊の工場で部品会社からの組立部品調達をおこない生産工程を短縮し、

生産性を上げる方法は、そもそも日本の自動車メーカーの方式である。各社は部品会社へ

の研究開発のアウト・ソーシングには部品会社との関係に逆転が生じることを危惧してい

たが、欧州自動車メーカーの効率性の向上を目の当たりにしてその姿勢に変化が生じてい

る。近年はトヨタにデンソーの社員を派遣し、自動車を共同で開発するゲストエンジニア

の制度の導入し、アウト・ソーシングに対応しているxvi。 

 

フォードフォードフォードフォード  

アメリカ自動車のフォードは、ドイツとスペインに拠点を置き、英国、ベルギー、スペイン

を中心に生産拠点を展開している。2000 年以降は、経営再建策（ETS）によって生産能力の

削減、製品開発、調達面におけるコスト削減、新製品の投入増加を進め、新興市場のトル

コ、ロシアを重視する一方で、イベリア半島のポルトガルからは撤退をおこなっている。 

国ごとの生産車種をみると、ベルギーでは新型Mondeoの生産、ロシアの St.Petersburg工

場では Focus の生産、トルコでは Transitや Transit Connectなど商用車となり、やはり

車種を特化した生産をおこなっているxvii。 

フォードのサプライヤー・システムは、世界 50 カ国強の生産拠点にある 2000 のサプライヤ

ーから約 13 万点の部品を調達している。他の自動車メーカー同様フォードもサプライヤーの数の
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削減を戦略の柱にしている。サプライヤーの選定には、品質と納期を重視し、小数の企業と長期契

約を結ぶことで新技術導入を活性化させるとともにコスト削減を図っている。契約にはサプライヤー

は革新技術を導入した製品をフォードに納入することが含まれており、ここからも協調体制の重視

が伺える。 

欧州におけるフォードの自動車部品の主要生産国はドイツ、英国、スペイン、フランスである。PT

関係の生産についてみると、ドイツでは 4.0ℓV6 を、英国では 1.6～2.0ℓ（1.6、1.8、2.0ℓ の Zentec，

1.8、2.5ℓ の L4 ディーゼル，2.0、2.3ℓ の L４）、スペインではさらに小型の 1.3～1.4ℓ（1.3ℓL4EFI 

Endura-E，CFI-HCS，1.3ℓ、1.4ℓL４ Zentec-SE）の生産にみられるように、自動車産業集積地間で

異なる種類の生産が行われている。2001 年時点でのアウト・ソーシングについてみると MT と CVT

は合弁と外注が、またシートは外注となっている 

サプライヤーパークはドイツ Saarlouis 工場、Köln 工場、スペイン Valencia 工場のほかベ

ルギーGenk工場にもあり電子データリンクを介してフォードと結ばれている。スペインValencia工

場では、組立工場とコンベアで結ばれるサプライヤーパークを建設し、13 社のモジュールサプライ

ヤーから納入される部品を「自動直送」（DAD 方式）しているxviii。 

表表表表 3    VW, Renault およびおよびおよびおよび Ford によるによるによるによるアウトアウトアウトアウト・・・・ソーシングソーシングソーシングソーシング 

VW Renault Ford
変速機 MT ○● ○ ◎半外注●

AT ● ◎
CVT ○ ●を検討 ◎半外注

シート ● ● ●
ステアリング ○● ● PSA
エンジン共同開発相手なし PSA、日産

部品

 

注）○は内製、●は外注、◎は合弁 

出所）「グローバル自動車産業経営史」(2004)326、FOURIN『欧州自動車部品産業』2001 年 77 頁 
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表表表表4444    自動車自動車自動車自動車メーカメーカメーカメーカーーーー4444社社社社のののの国別生産国別生産国別生産国別生産モデルモデルモデルモデルととととPTPTPTPT関連部品関連部品関連部品関連部品ととととサプライヤサプライヤサプライヤサプライヤーーーーパークパークパークパーク    

自動車自動車自動車自動車メーカーメーカーメーカーメーカー 国国国国 生産能力生産能力生産能力生産能力 生産生産生産生産モデルモデルモデルモデル
サプライヤーサプライヤーサプライヤーサプライヤー

パークパークパークパーク
部品生産国部品生産国部品生産国部品生産国 エンジンエンジンエンジンエンジン関係関係関係関係 そのそのそのその他他他他

FordFordFordFord ドイツ 62.4
Aclass，Cclass，
SL，SLK，CLK

Saarlouis ドイツ 4.0ℓV6
FF用MT，トランスミッションケー
ス，ドライブシャフト，ブレーキ

デスク，鋳造品，金型

英国 59

Fiesta，Courier，
121，Transit，

Escort，Jagurar
X400

英国
1.6/1.8/2.0ℓZentec，

1.8/2.5ℓL4ディーゼル，
2.0/2.3ℓL４

ディファレンシャルギアケース，
ブレーキディスク/ドラム，フライ
ホイール，ハブ，エキマニ，FF

用MT，FR用MT

スペイン 37.5 Focus，Ka

Valencia，
Poligono

Industrial de Aｌ

スペイン
1.3ℓL4EFI Endura-E，

CFI-HCS，1.3ℓ/1.4ℓL４
Zentec-SE

　

ベルギー 50 Modeo，Transit フランス AT，AT部品，FF用　MT

トルコ 3
Escort，Transit，

Cargo
ベラルー

シュ
0.2 Escort，Transit，

ロシア 0 Focus  

ポルトガル 0 Transit

ポーランド 0 Escort

RenauitRenauitRenauitRenauit フランス 119.3

Trafic，Master，
Espace，Megane，

Senic，Clio，
Twingo，Kangoo，
Laguna，Safrane，

Sandouville フランス
エンジン，MT，アルミ

鋳造

フロント/リア・アクスル組立，機
械加工，鋳造部品，AT，AT部
品アクスル，ベベルギア、エン

ジン再生，ギアシフト，構造プレ
ス部品，スプリング/ワイヤー，

メカニカル部品

スペイン 52.5
Megane，Senic，

Clio，Twingo
スペイン MT

トルコ 16 R9，12，19，Megane ポルトガル
MT，機械加工部品，エンジン
ギア，オイルポンプ，鋳造部品

スロベニア 10 Clio 　

ルーマニア 20 Dacia1310，Nova

ＶＷＶＷＶＷＶＷ ドイツ 154
Golf，Passart，

Transporter，LT，
Lipo，Bora

Palmela，

Mosel，
Wolfsburg

ドイツ
エンジン，MT，エンジ

ン部品、組立
リアアクスル，ステアリング部

品，工具，機械設備

スペイン 27.5 Polo スペイン エンジン(組立） MT(鋳造部品，組立）

ポーランド 8 Bora，Caddy，A6 ポーランド ディーゼルエンジン 　

スロバキア 20 Bora，Golf スロバキア 　 MT，MT部品

ベルギー 2.4 Golf，Seat Toledo Brussels

ポルトガル 18 Sharan / Alhambra

チェコ Skoda Blatislava チェコ 1.0ℓ L4エンジン シリンダーブロック，MT

ボスニア 0.2 Skoda Felicia 　

ToyotaToyotaToyotaToyota 英国 22 Avensis，Corolla 　 英国 1.6/1.8/2.0/2.2ℓL４

フランス 15 yaris(2001～） ポーランド

ポルトガル 1.5 Hiace，Dyna

トルコ 10 Corolla  

出所）FOURIN (2001) 「日米欧主要部品企業の世界生産体制」ｐ22－33,274,196,79,152,236 
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4．．．．自動車産業自動車産業自動車産業自動車産業とととと部品産業部品産業部品産業部品産業ののののアウトアウトアウトアウト・・・・ソーシングソーシングソーシングソーシングとととと貿易貿易貿易貿易にににに関関関関するするするするモデルモデルモデルモデル 

 以下の議論では、企業が、部品の生産や製品本体の組み立てを、本国で行うか、それと

も海外で行うかを選択するモデルを考慮する。ただし海外で行う場合は、Grossman and 

Helpman (2002)の議論に従い、アウト・ソーシングを行い、モニターにコストがかかる状

況を考える。まずアウト・ソーシングをしたときの部品生産部門の生産行動について分析

を行う。その後で、部品を使用する本体部門の生産行動に関する分析を行う。なお各企業

は競争的独占環境にある状況を想定する。 

    

4444----1111部品部品部品部品生産生産生産生産部門部門部門部門    

部品部門では、技術の高い部品は hq 、技術の低い部品は lq だけの技術が必要と考える。

なお lh qq > である。ここで、議論を簡単にするために、部品製品の作成には、それぞれの

技術に関する製品 iM を生産し、その集合体として表現する。すなわちそれぞれの部品を、

次のように表現する。 

∫=
H

ih diMM  , ],0[ HqH ∈  

∫=
L

il diMM  , ],0[ LqL∈  

ここでそれぞれの部品は、おのおのの製品を iM 単位使用していることを意味している。

そして hM は高品質の部品であり、それだけより多くの技術を利用していることを意味する。

以下では、議論を簡単にするために、生産に各々1単位だけの製品が必要であるものとする。 

次に、各製品 iM の生産には、資本 iK 、労働 iL と製品の技術に応じて必要とされる平均

的な労働者の人的資本を使用するものとし、次の生産関数を仮定する。 

iiii

iiiiiiiii HKLqhKLqhKMM
αααα −− === 11))(())(,(  ( iii LqhH )(≡ ) 

なお 0)(' ≥iqh を仮定する。 iii LqhH )(≡ は、効率的労働投入量であり、部品の生産に対

し、労働者は )( iqh だけの能力を保有していると考えている。ここで高品質の部品の価格を

diPP
H

ih ∫= 、低品質の部品の価格を diPP
L

il ∫= とする。 

つぎに本社は、部品会社に対し、バーゲニング・パワーを持っているとする。そしてアウ

ト・ソーシングをする部品会社のマネージャーは保留賃金 iMw , もとで、部品の生産を行う

とする。 

 ここでプリンシパルである本社が、エイジェントである経営者にアウト・ソーシングを

おこなうとする。まず経営者は、自身の効用を最大にするような努力水準を決定する。経

営者は危険中立的であり、効用関数 MU を次のように仮定する。 

iiiiiMiM eMemwU −+= )(,, η  
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iMU , は、部品 iを作成する際の経営者の効用である。経営者は部品を作ることで、 固定的

な水準 iMw , と、生産に応じて iii Mem )(η だけの報酬を受け取るとする。 im は iM を生産量

に応じて受け取る報酬であり、 )( ieη は製品が完成する確率とする。そして ie は経営者の努

力水準であり、努力がうまくいくとそれだけ製品の完成確率が増加する。ここで 0>′η , 

0<′′η を仮定する。すると経営者は、 01)( =−′
iii Memη 、すなわち )(

)(

1
i

i

ii e
e

Mm φ
η

≡
′

=

となる水準で、努力水準が最大になることがわかる。 

 次に本社は、経営者の努力を最大限引き出しつつ、利潤が最大になるような部品の供給

量を決定するものとする。すると部位会社の目的関数は次のようになる。 

  { }∫ −−+−=
J

iiiMiiiiiJ dieewwHrKMehP )()()()( , φηπ   ( LHJ ,= ) 

jπ は品質 j ( h か l )の部品を作成したときの利潤である。 w は効率的労働投入

iii LqH )(η= で測った、部品製造を行う労働者に対する賃金率である。これは労働一単位

当たりの賃金率は )( iqwη となることを意味する。すなわち賃金率は、高品質の部品ほど、

高くなることを意味している。 rは利子率である。ここで費用最小化条件から、 

 ii M
r

w
K

α

α
α

−









−

=
1

1
,   iiii M

w

r
LqhH

α

α
α








 −
==

1
)(  

となることから、 ∫∫∫ −=+=+
J

i
J

ii
J

ii diMwrcdiwHrKdiwHrK αα 1
0)()( となり、 

{ }∫ −−−= −

J
iiiMiiiiJ dieewMwrcMeP )()()( ,

1
0 ηφηπ αα

  ( LHJ ,= ) 

となることがわかる。 0c は定数であり、 ( ) ( )αα αααα )1()1( 1

0 −+−≡ −
c である。また

部品は、部品に対する需要（すなわち製品本体の生産水準）に依存する。ここで部品会社

は本社からの部品需要に応じて生産を行うが、プリンシパルである本社は、次のような条

件のもとで、経営者の努力水準が最大になるように、部品価格 iPや経営者の賃金を決定す

る。 

{ }∫ −−−= −

J
iiiMiiiiJ dieewMwrcMeP )()()( ,

1
0 φηηπ αα

  ( LHJ ,= ) 

s.t. J
J

iiiiM wdieeew ≥+−+∫ ))()(( , φη     (1) 
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and { } 0)()()( ,
1

0 ≥−−−= ∫ −

J
iiiMiiiiJ dieewMwrcMeP φηηπ αα  (2) 

 

(1)式の Jw は、部品 J を作成するのに必要な保留効用水準である。エイジェントである

経営者は、最低でも Jw だけの報酬を受けらない限り生産を行わないと考える。（2）式は、

プリンシパルである本社は、少なくとも利潤が 0以上になるように価格を設定する条件で

ある。これらの不等式の元で、利潤が最大になるような経営者の努力水準を引き出そうと

すると、次のような条件となる。 

 

0))()(1())()(1()( =′++′+−′
iiMiiiii eeeeMeP φηλφηη  

 

また(2)式は、 

0)()()( 1
0 ≥−− −

iiiiii eeMwrcMeP φηη αα
  

すなわち 
i

i

i

i
M

e

e

wrc
P

)(

)(

1
0 φ
η

αα

+≥
−

      (3) 

となるxix。 (1)式において不等式条件が成立するならば、 

 

0))()(1()( =′+−′
iiiii eeMeP φηη  

すなわち )(
)(

1

)(

)()(1
i

ii

ii

ii e
ee

ee
MP φ

ηη
φη

=
′

>
′

′+
=     (4) 

となることがわかる。利潤に対する不等式を表す(3)式と、努力水準に関する不等式の(4)

式から、(1)式において等式が成立しないためxx、 

i

i

i

i
M

e

e

wrc
P

)(

)(

1
0 φ
η

αα

+=
−

 

)(

)()(1

i

ii

ii
e

ee
MP

η
φη

′

′+
=  

となるように、部品の価格と生産量、そして努力水準が決定されることとなる。この 2つ

の式を解くと、 

αα

φφη
−

′
=

1
0

)()()(

wrc

eee
M iii

i  









+

′′
=

−

1
)()(

1

)(

1
0

iii

i
eee

wrc
P

φηη

αα

 

となることがわかる。これにより、部品の生産量と価格、努力水準の高さに依存すること

がわかる。ここで価格に関する条件を見ると、努力水準が増加するほど、価格を上昇させ
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る必要があることがわかる。 

ここで次の仮定をおく。 

 

仮定 1： 0)()()( >′
∂
∂

iii

i

eee
e

φφη  

 

これは部品 iM の生産量を増加させるためには、努力水準を増加させる必要があることを

意味する。 

あとは、製品本体に対する需要に合わせて、部品に生産量を決定することになる。よって

本体の生産に関する条件を求める必要がある。 

 

 

4444----2222本体生産部門本体生産部門本体生産部門本体生産部門    

製品本体の生産を行う企業は、製品本体 1単位を生産するのに、高品質の部品を Hu 、低

品質の部品を Lu だけ使用する必要があるとする。すると製品本体をV 単位生産するのに、

部品の組立作業のために、資本 vK と労働 vL を使用する。ここで自動車本体の価格を vP と

し、本体を生産している企業は、独占的に供給を行っているものとする。 

次に製品本体の需要関数を ),( IPVV v= とし、ここでは上級財であり、 0<
∂
∂

vP

V
, 0>

∂
∂
I

V

を満たすとする。 I は製品本体を購入する消費者の所得水準であるxxi。 

ここで本体の生産を行う際、本社がこの生産を経営者にアウト・ソーシングする、すなわ

ち本社がプリンシパルとして、代理人である経営者に生産を委託するケースを考える。こ

こでプリンシパルである本社が、エイジェントである経営者にアウト・ソーシングをおこ

なうとする。まず経営者は、自身の効用を最大にするような努力水準を決定する。経営者

は危険中立的であり、効用関数 VU を次のように仮定する。 

 

VeVemwU VVVVV −+= )(η  

 

VU は、製品本体を生産する経営者の効用である。経営者は製品本体を生産することで、 固

定的な水準 Vw と、生産に応じて Vem VV )(η だけの報酬を受け取るとする。 Vm は製品本体

の iM を生産量に応じて受け取る報酬であり、 )( Veη は製品本体の完成する確率とする。す

なわち )(1 Veη− が製品のエラー率であるとする。 Ve は経営者の努力水準であり、努力水準

が高いほど、それだけ製品の完成割合が増加する。ここで 0>′η , 0<′′η を仮定する。する

と経営者は、 01)( =−′
VV em η 、すなわち )(

)(

1
V

V

V e
e

m φ
η

≡
′

= となる水準で、努力水準が

最大になることがわかる。本社は、以上の条件を考慮しつつ、利潤が最大になる水準で製
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品本体の生産量を決定する。 

 

)),()(()()(),()(1, IPVemwwHrKMePMePIPVeP vVVVvvLLLHHHvVvv ηηηηπ +−−−−−=

 

},
)(

,
)(

min{ iiHK
u

Me

u

Me
V v

L

LL

H

hH γβηη
=  

vvv LqhH )(=  

)( vqh は、部品の生産に必要な労働者の能力である。 JP ( ),LHJ = は、部品の価格である。

そして最後の括弧の中は、経営者に対する報酬である。 

ここで議論を簡単にするために、レオンチェフ型生産関数を仮定する。まず費用最小化

条件を求めると、 

γβ
γβ

γ

γ
β +

+









=

1

V
r

w
K v , γβ

γβ
β

β
γ +

+









==

1

)( V
w

r
LqhH vvv  

となることがわかる。よって、本社の利潤関数は、 

))(()()(),()(
1

VemwVwrceEeEIPVPe VVVvLHvvVv ηηπ γβγβ
γ

γβ
β

+−−−−= +++  

となる。なお ∫=
H

iiH diMPeE )( と、 ∫=
L

iiL diMPeE )( は、それぞれ高品質の部品に対す

る支出額である。また ( ) ( ) γβ
β

γβ
γ

βγγβ ++ +≡vc である。以上の条件を考慮した上で、本

社は次の条件をみたす製品本体の生産量V を決定する。なお以下では、規模の経済の存在

を仮定して、 1>+ γβ を仮定する。 

 

)),()()((),()()(),()(max
1

IPVeewIPVwrceEeEIPVPe vVVVvvLHvvVv ηφηπ γβγβ
γ

γβ
β

+−−−−= +++

 

s.t. JVVVV wVeeew ≥−+ ))()(( φη     (5) 

 

この条件を元に、利潤が最大になるように、本体価格 vP 、経営者の努力水準 Ve を決定する。

すると次の条件が導かれるxxii。 
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( ) 0))()(()()(),(

)()(
)(

1
1

1
1

=−+−
+

−

∂

∂

∂

∂

∂

∂
−

∂

∂

∂

∂

∂

∂
−







 −

−
+

++

VVVVVv

v

L

L

L

L

LH

H

H

H

H

Vv

eeeeeIPV
wrc

V

M

M

e

e

eE

V

M

M

e

e

eE
eP

φηληφ
γβ

η
ε

γβ
γβ

γ
γβ

β  

となり、これを解くと、 

( ) 0))()(()()(),(

)()('

)('

)()('

)('
)(

1
1

1
1

=−+−
+

−

−−






 −

−
+

++

VVVVVv

v

L

L

L

L

H

H

H

H

Vv

eeeeeIPV
wrc

e

u

eM

eE

e

u

eM

eE
eP

φηληφ
γβ

ηη
η

ε

γβ
γβ

γ
γβ

β   (6) 

0)()())()(1()( =′+′+−′
VVVVVv eeeeeP ηφληφη     (7） 

 

JVVV wVeee ≥− ))()(( φη  

 

ε は製品本体に対する価格弾力性であり、λ はラグランジュ乗数であり、 

0
)()(

))()(1()(
≥

′

′+−′
−=

VV

VVVv

ee

eeeP

ηφ
ηφη

λ  

という条件が求められる。以下、議論を簡単にするために、価格弾力性を一定とする。

))()(1()( VVVv eeeP ηφη ′+<′ ならば、 0>λ であり、また ))()(1()( VVVv eeeP ηφη ′+=′ なら

ば 0=λ となることがわかる。よって 

)(

))()(1(

V

VV

v
e

ee
P

η
ηφ

′

′+
≤ となる。 

 ここで
)(

))()(1(

V

VV

v
e

ee
P

η
ηφ

′

′+
< のときは、

)()(

))()(1()(

VV

VVVv

ee

eeeP

ηφ
ηφη

λ
′

′+−′
−= となる。この

条件を、(2)式に代入し、（1）式の等式が満たされていることから、 

 

( ) 0))()((
)()(

))()(1()(

)()(),(

)()('

)('

)()('

)('
)(

1
1

1
1

=−
′

′+−′
−

−
+

−

−−






 −

−
+

++

VVV

VV

VVVv

VVv

v

L

L

L

L

H

H

H

H

Vv

eee
ee

eeeP

eeIPV
wrc

e

u

eM

eE

e

u

eM

eE
eP

φη
ηφ

ηφη

ηφ
γβ

ηη
η

ε

γβ
γβ

γ
γβ

β

    (6)’ 

V

w
eee V
VVV =− ))()(( φη        (7)’ 
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(1)’式の条件から、 ),( VwVee = となり、 0
2
<

′
−=

∂
∂

V

w

V

e V

φη
, 0

1
>

′
=

∂
∂

Vw

e

V φη
となること

がわかる。 

一方、
)(

))()(1(

V

VV

v
e

ee
P

η
ηφ

′

′+
= のときは、 

0)()(),(

)()('

)('

)()('

)('
)(

1
1

1
1

=−
+

−

−−






 −

−
+

++

VVv

v

L

L

L

L

H

H

H

H

Vv

eeIPV
wrc

e

u

eM

eE

e

u

eM

eE
eP

ηφ
γβ

ηη
η

ε

γβ
γβ

γ
γβ

β  

))()(1()( VVVv eeeP ηφη ′+=′  

 

となる。一般形では複雑になるが、例えば、
V

V

V
e

e
e

+
≡

1
)(η (よって

2)1()( VV ee +=φ )とい

う関数を想定すると, (6)’-(7)’式は、 

( ) 0)1(),(

)31(

)1)(32(

)31(

)1)(32(

1

1
1

22
1

1

1
0

1
0

=+−+
+

−

+

++
−

+

++
−

+







 −

−
−

+
++

−−

VvVVv

v

LL

LL

L

HH

HH

Hv

V

V

ePeeIPV
wrc

wrc
ee

ee
uwrc

ee

ee
uP

e

e

γβ
γβ

γ
γβ

β

αααα

γβ

ε
 

V

w
e V
V =2  

となる。
ee

ee

)31(

)1)(32(

+
++

は eの減少関数である。他方、(5)式が不等式条件を満たすとき、 

 

0)1(),(

)31(

)1)(32(

)31(

)1)(32(

1

1
1

1
1

1
0

1
0

=+−
+

−

+

++
−

+

++
−

+







 −

−
+

++

−−

VVv

v

LL

LL

L

HH

HH

Hv

V

V

eeIPV
wrc

wrc
ee

ee
uwrc

ee

ee
uP

e

e

γβ
γβ

γ
γβ

β

αααα

γβ

ε
 

V

VV

v
e

ee
P

)1)(21( ++
=  

以上の条件から、製品本体の価格 vP と、生産台数V が決定され、生産台数V が決まるとそ

れに応じて部品 HM , LM の生産量（すなわち He ）が決定されることがわかる。 

また以上の 2 つの条件から、資本と労働のコストである、利子率 rと賃金率wが増加する
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と、生産量V と利潤は減少することがわかる。よって利子率や賃金率が低い環境であるほ

ど、本体の生産台数が増加しやすいことがわかる。 

 しかし実際の生産には、規模の経済やアウト・ソーシングに伴う費用の増加、輸送や取

引にかかるコスト、関税など、複雑な要因が絡んでくるため、単に賃金や利子率の大小だ

けで、生産拠点を決定しているわけではない。そこでこれらの要因が、自動車産業におけ

る生産拠点の決定などにどのような影響を与えるのかについて分析を行う。 

 

 

4444----3333生産拠点生産拠点生産拠点生産拠点のののの決定決定決定決定    

次に各企業が、どのようにして生産拠点を決定するかを、分析する。簡単化のため、以

下では、2国のみが存在する経済を考える。そして当初は、部品・完成品とも国内で生産し

ていたが、それぞれの国で、部品や製品の生産ができる環境が整ったとする。ただし高品

質の部品は高い技術が必要であるとの理由から、ここでは他の国では生産が不可能である

と考え、本国でのみ生産ができると仮定する。 

なお海外に生産拠点を作るために、低品質の部品製造の場合は、投資 1単位当たり Mc だ

けの固定費用が、また完成品の製造の場合には、投資 1単位当たり Vc と VF だけの固定費用

がかかるものとする。これらの費用は、工場の新設や、技術の移転・保護などにかかる費

用などを想定している。また両国間で部品(完成品)を輸送する際に、一単位当たり Mt ( Vt )

だけかかかるものとする。製品本体を生産する企業は、(1)自国向け生産を行う場合と、(2)

他国向けの生産を行う場合とを考えるxxiii。 

なお生産条件V は、完成品の需要国の所得水準 I や選好パラメータなどによって決まっ

てくる。もし完成品が上級財であるならば、経済成長などによる需要国の所得水準の上昇

によって、完成品の生産量V は増加することになる。 

 

(1)(1)(1)(1) 自国向自国向自国向自国向けのけのけのけの製品製品製品製品    

(1)のケースでは、(1-i)  低品質の部品、完成品とも国内で生産を継続、(1-ii)  低品質

の部品は海外で生産し、完成品は国内で生産、（1-iii）低品質の部品を国内で生産し、完成

品は海外で生産する。(1-iv)  低品質の部品と、完成品をともに海外で生産する、という 4

つのパターンが考えられる。ここで簡単化のため、本国で生産する場合は、アウト・ソー

シングは必要ないと仮定する。 

 企業は、この 4 つのパターンの中から、もっとも利益が高くなる生産パターンを選択す

る。これら 4つの場合の、製品本体の企業の利潤関数は、 

(1-i) { } vvLLHHv wHrKVuPuPIVP −−−−= ),(1,1π  

(1-ii) { } LLMvvLLHHv FMtwHrKVMPMPIVP −−−−−−=
~

),(2,1π  
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(1-iii) 
{ }

VemwVtMtF

KcHwKrVMPMPIVP

VVVVHHv

vvvvLLHHv

)((

~~),(3,1

η

π

+−−−−

−−−−−=
 

(1-iv) 
{ }

VemwFFVtMt

KcHwKrVuPuPP

VVVvLVHH

vvvvLLHHv

)((

~~~
3,1

η

π

+−−−−−

−−−−−=
 

なお r~ , w~ , LP
~

は、それぞれ海外で生産する場合における、利子率、賃金率および部品価

格となる。そして Lt 、 Ht 、 Vt は、それぞれ低品質の部品、高品質の部品および完成車を 1

単位生産するためにかかる通信・輸送また関税などの費用とする。以上の式は、次のよう

に書き換えることが可能である。 

 

(1-i) { } γβγβ
γ

γβ
β

π +++−−−=
1

1,1 ),(),( IPVwrcIPVuPuPP vvvLLHHv  

(1-ii) { } LvvvLMLLHHv FIPVwrcIPVutuPuPP −−−−−= +++ γβγβ
γ

γβ
β

π
1

2,1 ),(),(
~

 

(1-iii) 

{ }

vvv

vVVVVLLHHHHv

FIPVwrc

IPVemwtuPutuPP

−−

+−−−−−=

+++ γβγβ
γ

γβ
β

ηπ
1

3,1

),(~~~~

),()((
 

(1-iv) 

{ }

vLvv

VVVVHHLLHHv

FFIPVwrc

VemwtutuPuPIVP

−−−

+−−−−−=

+++ γβγβ
γ

γβ
β

ηπ
1

4,1

),(~~~~

)((
~

),(
 

 

まず(1-i)と(1-ii)を比較すると、 

{ } LvLMLLLL FIPVutuPuP +−−−=− ),(
~

2,11,1 ππ  

となる。 { } 0
~

≥−−− LMLLLL utuPuP が成立するならば、(1-i)という戦略をとることが、常

に優位となる。一方{ } 0
~

>−− LMLLLL utuPuP ならば、{ } V
utuPuP

F

LMLLLL

L >
−−

~ という条

件を満たすときに、本国での部品生産を選択することとなる。 

 同様にして、(1-iii)と(1-iv)を比較すると、 

{ } LvLLLL FIPVuPuP ++−=− ),(
~

4,13,1 ππ と な り 、 0
~

>− LLLL uPuP な ら ば 、

V
uPuP

F

LLLL

L >
−

~ のときに、本国での部品の生産を行う。 
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 ここで LL PP
~

> 、および γβ
γ

γβ
β

γβ
γ

γβ
β

++++ > wrcwrc vv
~~~~ を仮定する。これらの条件は、海外

で部品を生産するときに、生産コストである賃金率や利子率が本国よりも低い状況を想定

しており、基本的には、海外で生産を行うインセンティブが大きいことを意味している。

しかし海外で生産をおこなうためのいろいろなコストの存在や、規模の経済の存在、そし

てアウト・ソーシングにともなうコストなどを考えると、議論は必ずしも簡単にはならな

いことがわかる。以下では、こうした点について議論をしていく。 

 

条件 A)  V
uPuP

F

LLLL

L >
−

~ では、(1-i) か(1-iii)  

条件 B) { } { }LLLL

L

LMLLLL

L

uPuP

F
V

utuPuP

F
~~

−
>>

−−
の条件下では、(1-i) か(1-iv) 

 

条件 C)   { } V
utuPuP

F

LMLLLL

L >
−−

~  の条件の下では、(1-ii) か(1-iv) 

が選択される。 

 

条件条件条件条件 AAAAについてについてについてについて    

{ } vvVVVHHvvvv FIPVemtutIPVwrcIPVwrc −++−












−=− ++++++ ),()(),(~~~~),(
11

1,13,1 ηππ γβγβ
γ

γβ
β

γβγβ
γ

γβ
β

もし製品本体の生産に規模の経済が働くならば( 1>+ γβ )、 

γβ
γ

γβ
β

γβγβ
γ

γβ
β

+++++ > wrcIPVwrc vvv
~~~~),(

1

という条件の下でxxiv、 

 

{ } vvVVVHHvvvv FIPVemtutIPVwrcIPVwrc −++−












−=− ++++++ ),()(),(~~~~),(
11

1,13,1 ηππ γβγβ
γ

γβ
β

γβγβ
γ

γβ
β

という条件が満たされる。 

 

ここで以下の条件を満たすV を、それぞれ
*V , **V とする。 

{ } vvVVVHHvvv FIPVemtutIPVwrcwrc +++=












− +++++ ),()(),(~~~~
1

ηγβγβ
γ

γβ
β

γβ
γ

γβ
β

 

ただし
*** VV < 。もし車の生産について、規模の経済が働くのであれば、すなわち γβ +<1

という条件を満たすのであれば、
*** VVV << となる条件において、（1-iii）低品質の部品
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を国内で生産し、完成品は海外で生産するという可能性があることがわかる。これは国内

需要が十分でない場合、規模の経済が働かないため、賃金など生産コストが安い国で生産

しても有利になりないことを意味する。 

 

    

条件条件条件条件 BBBBについてについてについてについて    

{ } vLVVVVHHLLLL

vvv

FFVemwtutuPuP

IPVwrcwrc

−−+−−−−+














−=− +++++

)((
~

),(~~~~
1

1,14,1

η

ππ γβγβ
γ

γβ
β

γβ
γ

γβ
β

 

 

))((
~

VVVVHHLLLL emwtutuPuP η++++> という条件が満たされているとき、ある一定

の生産量
***V を上回ると、上の式が正の値をとる。もし規模の経済が働くのであれば、あ

る一定の生産量を上回ると、(1-iv) 低品質の部品と、完成品をともに海外で生産する から、 

(1-i)  低品質の部品、完成品とも国内で生産を継続することになる。これは規模の経済が

働くことで、費用の低減が起こり、その結果、国内で生産を行うほうと価格が低くなると

いう結論になる。 

 

条件条件条件条件 CCCCについてについてについてについて    

{ } vVVVVHHLM

vvv

FVemwtutut

IPVwrcwrc

−+−−−+














−=− +++++

)((

),(~~~~
1

2,14,1

η

ππ γβγβ
γ

γβ
β

γβ
γ

γβ
β

 

 

(1-ii)  低品質の部品は海外で生産し、完成品は国内で生産、 (1-iv)  低品質の部品と、

完成品をともに海外で生産する場合の、利潤を比較している。 

))(( VVVVHHLM emwtutut η+++> という条件が満たされている場合、生産量
****V を上

回ると、上の式が正の値をとる。すなわち、 

 

 以上の 3つの条件から、以下のような状況が考えられる。 
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図図図図 1111 関税関税関税関税などでなどでなどでなどで海外海外海外海外からのからのからのからの部品調達部品調達部品調達部品調達コストコストコストコストがががが高高高高いいいい（（（（ Mt がががが大大大大きいきいきいきい））））ケースケースケースケース            

 

γβγβ
γ

γβ
β

γβ
γ

γβ
β

+++++













−
1

~~~~ Vwrcwrc vv  

*V  **V  

)(3 VG  

)(1 VG  

***V  

)(2 VG  

****V  
V  

)
~

/( LLLLL uPuPF −  

)
~

/( LMLLLLL utuPuPF −−  

1V  2V  

 

{ } vvVVVHHLM FIPVemtututVG ++++−≡ ),()()(1 η     

{ } vLVVVVHHLLLL FFVemwtutuPuPVG +++++++−≡ ))((
~

)(2 η     

{ } vvVVVHH FIPVemtutVG +++≡ ),()()(3 η     

    

たとえば図１の場合、 

*0 VV ≤≤  : 部品も完成車ともに国内で生産する。 

1
* VVV ≤≤  : 部品は国内、完成車は海外で生産する。 

***
1 VVV ≤≤   : 部品、完成車ともに海外で生産する。 

2
*** VVV ≤≤  : 部品、完成品ともに国内で生産 

VV ≤2    : 部品は海外、完成車は国内で生産する。 

 

これは、部品の海外生産には固定費用がかかることから、ある一定の生産量を確保できな

い限り、海外で部品を作るメリットがないことが、要因の一つとなっている。もう一方の

原因は、海外で部品の生産を委託したときに、生産に対して費用の増加の仕方が大きい場

合、すなわちモニターなどに対するコストが増加し続ける効果である。一方、車の完成品

の生産には、規模の経済が働くことから、賃金や利子などのコストが低くても生産量が十

分にない場合は、輸送コストなどのような生産に比例するコストのほうの負担が大きくな
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る。 

この 2 つの効果が働くことで、生産を拡大したときに、賃金や利子などのコストが低く

海外で生産をできるとしても、ある一定の生産量のもとで、国内での生産が行われる可能

性が出てくるといえる。ただしこの部品の調達コストが低くなることで、こうした状況が

なくなる。また部品の生産にかかる固定費用 LF が増加すると、 )
~

/( LMLLLLL utuPuPF −− お

よび )
~

/( LLLLL uPuPF − の曲線が右方にシフトするため、 1V , 2V も右方にシフトし、部品の

海外での生産が行われにくいことがわかる。 

 

図図図図 2222    部品部品部品部品のののの輸送輸送輸送輸送コストコストコストコストがががが低低低低いいいい場合場合場合場合    

 

γβγβ
γ

γβ
β

γβ
γ

γβ
β

+++++













−
1

~~~~ Vwrcwrc vv  

*V  **V  

)(3 VG  

)(2 VG  

***V  

)(1 VG  

****V  
V  

)
~

/( LLLLL uPuPF −  

)
~

/( LMLLLLL utuPuPF −−  

1V  2V  
 

たとえば図 2の場合、 

*0 VV ≤≤  : 部品も完成車もともに国内で生産する。 

1
* VVV ≤≤  : 部品は国内、完成車は海外で生産する。 

VV ≤1    : 部品、完成車ともに海外で生産する。 

となる。ただし完成車の生産には規模の経済が働くと仮定していることから、国内需要が

少ない状態( *0 VV ≤≤ )では、部品も製品本体もともに国内で生産をしたほうが有利となる。

というのは海外で生産を行う場合に、輸送コストなどが比例的にかかることから、規模の

経済が有利に働かない生産が過小な状態では、生産コストが高くても国内で生産をしたほ

うが有利になると思われる。そしてまたある一定量の需要が増加すると、規模の経済が働
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く完成品の生産を、初めに海外で生産することが合理的な行動となるといえる。 

  

 

(2)(2)(2)(2)相手国向相手国向相手国向相手国向けのけのけのけの自動車製品自動車製品自動車製品自動車製品    

完成車の需要をもつ国に対して、自動車産業はどのような対応をとるのかについてみて

みる。(1-i)’  低品質の部品、完成品とも本国で生産し、輸出する (1-ii)’  低品質の部品

は現地で生産し、完成品は本国で生産、輸出する、(1-iii)’ 低品質の部品を本国で生産し、

完成品は現地で生産する。(1-iv)’  低品質の部品と、完成品をともに現地で生産する、と

いう 4 つのパターンが考えられる。ここで簡単化のため、本国で生産する場合は、代理人

である経営者は必要ないと仮定する。 

 製品本体を生産する企業は、この 4 つのパターンの中から、もっとも利益が高くなる生

産パターンを選択する。これら 4つの場合の、企業の利潤関数は、 

 

(1-i)’ { } VtwHrKVuPuPIVP VvvLLHHv −−−−−= ),(1,1π  

(1-ii)’ { } VtFMtwHrKVMPMPIVP VLLMvvLLHHv −−−−−−−=
~

),(2,1π  

(1-iii)’ 
{ }

VemwMtF

KcHwKrVMPMPIVP

VVVHHv

vvvvLLHHv

))((

~~),(1,1

η

π

+−−−

−−−−−=
 

(1-iv)’ 
{ }

VemwFF

KcHwKrVuPuPP

VVVvL

vvvvLLHHv

)((

~~~
1,1

η

π

+−−−

−−−−−=
 

 

(1-i)’ { } γβγβ
γ

γβ
β

π +++−−−−=
1

1,1 ),(),( IPVwrcIPVtuPuPP vvvVLLHHv  

(1-ii)’ { } LvvvVLMLLHHv FIPVwrcIPVtutuPuPP −−−−−−= +++ γβγβ
γ

γβ
β

π
1

2,1 ),(),(
~

 

(1-iii)’ 

{ }

vvv

vVVVLLHHHHv

FIPVwrc

IPVemwuPutuPP

−−

+−−−−=

+++ γβγβ
γ

γβ
β

ηπ
1

3,1

),(~~~~

),()((
 

(1-iv)’ 

{ }

vLvv

VVVHHLLHHv

FFIPVwrc

VemwutuPuPIVP

−−−

+−−−−=

+++ γβγβ
γ

γβ
β

ηπ
1

4,1

),(~~~~

)((
~

),(
 

 

まず(1-i)’と(1-ii)’を比較すると、先ほどと同様、 
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{ } LvLMLLLL FIPVutuPuP +−−−=− ),(
~

2,11,1 ππ  

となる。 { } 0
~

≥−−− LMLLLL utuPuP が成立するならば、(1-i)という戦略をとることが、常

に優位となる。一方{ } 0
~

>−− LMLLLL utuPuP ならば、{ } V
utuPuP

F

LMLLLL

L >
−−

~ という条

件を満たすときに、本国での部品生産を選択することとなる。 

 同様にして、(1-iii)と(1-iv)を比較すると、 

{ } LvLLLL FIPVuPuP ++−=− ),(
~

4,13,1 ππ と な り 、 0
~

>− LLLL uPuP な ら ば 、

V
uPuP

F

LLLL

L >
−

~ のときに、本国での部品の生産を行うこととなる。 

 

ここで先ほどと同様、例えば、生産コストである賃金率や利子率が本国よりも低い、 LL PP
~

>

という状況を考える。 

条件 A’)  V
uPuP

F

LLLL

L >
−

~ では、(1-i)’ か(1-iii)’  

条件 B’) { } { }LLLL

L

LMLLLL

L

uPuP

F
V

utuPuP

F
~~

−
>>

−−
の条件下では、(1-i)’ か(1-iv)’ 

 

条件 C’)   { } V
utuPuP

F

LMLLLL

L >
−−

~  の条件の下では、(1-ii)’ か(1-iv)’ 

 

条件条件条件条件 AAAA’’’’    についてについてについてについて    

{ } vvVVVHHvvvv FIPVemtutIPVwrcIPVwrc −+−−












−=− ++++++ ),()(),(~~~~),(
11

1,13,1 ηππ γβγβ
γ

γβ
β

γβγβ
γ

γβ
β

もし製品本体の生産に規模の経済が働くならば( 1>+ γβ )、 

γβ
γ

γβ
β

γβγβ
γ

γβ
β

+++++ > wrcIPVwrc vvv
~~~~),(

1

という条件の下でxxv、 

 

{ } vvVVVHHvvvv FIPVemtutIPVwrcIPVwrc −+−−












−=− ++++++ ),()(),(~~~~),(
11

1,13,1 ηππ γβγβ
γ

γβ
β

γβγβ
γ

γβ
β

という条件が満たされる。 
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ここで以下の条件を満たすV を、それぞれ
*V , **V とする。 

{ } vvVVVHHvvv FIPVemtutIPVwrcwrc ++−=












− +++++ ),()(),(~~~~
1

ηγβγβ
γ

γβ
β

γβ
γ

γβ
β

 

ただし
*** VV < 。もし車の生産について、規模の経済が働くのであれば、すなわち γβ +<1

という条件を満たすのであれば、
*** VVV << となる条件において、(1-iii)’ 低品質の部品

を本国で生産し、完成品は現地で生産する。これは海外需要が十分でない場合は、規模の

経済が働かないため、賃金など生産コストが高い本国で生産したほうが、有利であるため

といえる。 

     

条件条件条件条件 BBBB’’’’    についてについてについてについて    

{ } vLVVVVHHLLLL

vvv

FFVemwtutuPuP

IPVwrcwrc

−−+−+−−+














−=− +++++

)((
~

),(~~~~
1

1,14,1

η

ππ γβγβ
γ

γβ
β

γβ
γ

γβ
β

 

 

))((
~

VVVVHHLLLL emwtutuPuP η++−+> という条件が満たされているとき、ある一定

の生産量
***V を上回ると、上の式が正の値をとる。もし規模の経済が働くのであれば、あ

る一定の生産量を上回ると、(1-iv)’ 低品質の部品と、完成品をともに現地で生産する か

ら、 (1-i)  低品質の部品、完成品とも本国で生産し、輸出することになる。これは規模の

経済が働くことで、費用の低減が起こり、その結果、国内で生産を行うほうと価格が低く

なるという結論になる。 

 

条件条件条件条件 CCCC’’’’についてについてについてについて    

{ } vVVVVHHLM

vvv

FVemwtutut

IPVwrcwrc

−+−+−+














−=− +++++

)((

),(~~~~
1

2,14,1

η

ππ γβγβ
γ

γβ
β

γβ
γ

γβ
β

 

 

(1-ii)’  低品質の部品は現地で生産し、完成品は本国で生産、輸出する、 (1-iv)’  低品質

の部品と、完成品をともに現地で生産するという条件を比較している。 

))(( VVVVHHLM emwtutut η+++> という条件が満たされている場合、生産量
****V を上

回ると、上の式が正の値をとる。これは低品質の部品の輸送コストが相対的に高いことを
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意味する。しかし生産量が増加すると、それに対するアウト・ソーシングのコストが増加

する（ )( Veη が増加）ことになる。こうした条件を考慮すると、以下のような状況が考えら

れる。 

図図図図 3333    海外海外海外海外でででで生産生産生産生産をををを行行行行うううう場合場合場合場合（（（（部品部品部品部品のののの輸送輸送輸送輸送コストコストコストコストがががが高高高高いいいい場合場合場合場合））））    

 

γβγβ
γ

γβ
β

γβ
γ

γβ
β

+++++













−
1

~~~~ Vwrcwrc vv  

*V  **V  

)(3 VG  

)(1 VG  

***V  

)(2 VG  

****V  
V  

)
~

/( LLLLL uPuPF −  

)
~

/( LMLLLLL utuPuPF −−  

1V  2V  

 

{ } vvVVVHHLM FIPVemtututVG ++−+−≡ ),()()(1 η     

{ } vLVVVVHHLLLL FFVemwtutuPuPVG ++++−++−≡ ))((
~

)(2 η     

{ } vvVVVHH FIPVemtutVG ++−≡ ),()()(3 η     

 
*0 VV ≤≤  : 部品も完成車ともに国内で生産する。 

1
* VVV ≤≤  : 部品は国内、完成車は海外で生産する。 

***
1 VVV ≤≤   : 部品、完成車ともに海外で生産する。 

2
*** VVV ≤≤  : 部品、完成品ともに国内で生産 

VV ≤2    : 部品は海外、完成車は国内で生産する。 

 

本来、海外で生産することで製品本体を作成したほうが有利なのであるが、部品を自国か

ら調達コストが高い場合は、図 1と同様の結果になることがわかった。 
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5.自動車産業自動車産業自動車産業自動車産業のののの貿易構造貿易構造貿易構造貿易構造 

5．．．．１１１１データデータデータデータとととと記述統計記述統計記述統計記述統計：：：：EU とのとのとのとの垂直垂直垂直垂直・・・・水平的貿易水平的貿易水平的貿易水平的貿易のののの変化変化変化変化 

以下では、自動車産業について、UNCOMTRADE の HS6 桁分類を用いて 1990 年から 2007

年までの期間における貿易構造変化を確認する。その際、産業上の特性と上記のモデル分析を

考慮して、自動車産業を、自動車本体と自動車部品産業とに分け、さらに技術水準の違いに着目

して高技術と低技術の２つに分類する。この分類方法には、European Patent Office の 6 桁分類の

特許データをもちいて、その年の自動車産業のなかで特許獲得数の多い産業を中央値から技術

の高い産業と低い産業を判別した。なお自動車産業に関する特許は、Bart Verspagen, Ton van 

Moergastel and Maureen Slabbers による MERIT concordance table: IPC - ISIC (rev. 2)を参照した。  

上記でも述べたように、自動車生産国は新たな自動車産業のネットワークの構築とともに生産拠点

の再編が進み、各国の消費者には貿易を通じて製品が供給されるようになった。以下ではこうした

特徴を考慮し、欧州市場における自動車貿を一方方向、水平方向、垂直方向に分類し近年の変

化について検証する。また自動車再編に技術水準が大きな要素となっていた。そのため自動車産

業と部品産業に分け、さらに高技術と低技術に分類したのち３つの貿易バターンに集計してグラフ

に示した。近年の欧州自動車の貿易構造の変容を確認した上で、次に生産国間の貿易に焦点を

あてる。なお以下の分析では、イタリア、英国、オーストリア、オランダ、スウェーデン、スペイン、スロ

バキア、スロベニア、チェコ、ドイツ、トルコ、ハンガリー、フィンランド、フランス、ベルギー、ポルトガ

ル、ポーランド、ルーマニアを自動車生産国と定義した。  

 

・・・・自動車本体自動車本体自動車本体自動車本体のののの貿易構造貿易構造貿易構造貿易構造 

    図図図図 4 は EU 域内の自動車本体と自動車部品の貿易パターンである。EU 域内の貿易構造は、市

場統合の過程で一方向貿易が減少し、同じ品目が輸出と輸入双方向でおこなわれる双方向貿易、

なかでも水平的貿易が増加してきたと報告されている。 

自動車本体については、3 つの貿易パターンすべてにおいて増加傾向が確認できる。このうち

一方的貿易の規模の増加が顕著である。東欧などの新たな市場の拡大などの要因と共に、自動

車産業、なかでも自動車の本体を製造する国は限られていることから、市場の拡大によって一方的

貿易の量の増加に直接的に示される。しかし一方で、垂直的や水平的貿易も拡大傾向にあり、パ

ターンの違いに顕著な違いは見受けられない。 

一方、自動車部品についても、低技術・高技術ともにすべての貿易パターンで、全体として増加

傾向にあるが、特に水平貿易の伸びが顕著である。これは自動車部品がある特定の国から、別の

国に一方的な取引がなされているわけではなく、部品を製造する国同士で、頻繁に取引がなされ

ていることが原因として考えられる。これは自動車生産が、国境を越えた、生産分業体制を拡大し

ている傾向を捉えているからといえる。 
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図図図図 4    貿易貿易貿易貿易パターンパターンパターンパターン    
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欧州　高技術・自動車部品の貿易（単位100万ドル）
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欧州　低技術・自動車部品の貿易（単位100万ドル）
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・・・・生産国間生産国間生産国間生産国間 

    図図図図 5 は自動車生産国の間の貿易について集計した結果である。1990 年代後半の生産拠点の再

編に伴い、貿易構造がどのような変化が生じたのかを検証する。ここでは、データを自動車本体と

部品とにわけ、さらに高技術と低技術の品目に分類して、各々の貿易規模の変化を見てみる。 

図図図図 5    自動車生産国自動車生産国自動車生産国自動車生産国のののの間間間間におけるにおけるにおけるにおける貿易貿易貿易貿易パターンパターンパターンパターン 
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生産国間　低技術・自動車本体の貿易（単位100万ドル）
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まず自動車生産国間における高技術・自動車本体の貿易額を見てみると、すべての貿易パター

ンともほぼ同様の増加傾向を示している。これに対し低技術の自動車本体の貿易額をみてみると、

水平的貿易が増加している。これは EU およびその周辺において、いろいろなタイプの自動車を国

ごとに製造し、それを相互に取引することで、各国に販売していることがわかる。EU では近年、新

興国での自動車生産を拡大しているが、その多くは大衆車であり、自動車メーカー本社を抱える

国では、高級車をはじめさまざまな種類の製造し、それを各国に販売していることが考えられる。 

また自動車部品では、高技術、低技術を問わず、1998 年を境に、水平的貿易が急増している。

これも部品メーカーの再編が急激に行われた時期であり、以降、アウト・ソーシングの拡大が急激

に行われたことを反映しているからといえる。 

 

5.2 モデルモデルモデルモデルのののの検証検証検証検証とととと仮説仮説仮説仮説 

 先ほどの理論モデルの結果から、部品及び製品の生産拠点がどのように決まるかを議論した。モ

デルでは、賃金や利子率などの生産コスト要因、また生産した部品や製品の輸送にかかる費用や、

生産拠点を形成するに必要な固定費用などに関する議論を行った。 

 しかし前述のように、生産量は製品の需要状況によっても変わってくるため、各要因の効果が貿

易に与える効果は、必ずしも一意的に決まるわけではない。そこで貿易などのマクロデータを使っ

て、各要因がどのような影響を与えるのかを検証することは、それなりに意義があるとおもわれる。 

以下では、前述でのモデルの議論で出てきた条件をみながら、種々の経済的要因が部品や完成

品の貿易に与える効果について検討してみる。 

 はじめにメーカー本社を抱える国とそれ以外の間で、産業内貿易が起こるためには、次の 2 つの

条件が必須である。 

 

条件 1 LL PP
~

>  （ )
~~~(1

)()(

1

)(

1~ 1
0

1
0

αααα

φηη
−− −








+

′′
=− wrcwrc

eee
PP

iii

LL ） 

この条件は、メーカー本社以外で低品質の部品を生産したほうが、価格が安くなるという

条件である。ここでは簡単化のために、 )(•η は両国間で同じであると仮定しているが、こ

の条件がなくとも一般性を失うことはない。 

 

条件 2 γβ
γ

γβ
β

γβ
γ

γβ
β

++++ > wrcwrc vv
~~~~  

 

 上の条件 1 と条件 2 は、ともに本国の資本コスト rと賃金コストwに比べて、海外の資

本コスト r~ と賃金コストw
~~ が相対的に低いことを意味している。まず海外の資本コスト
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Vcrr +≡ ~~~ の中には、直接投資にかかる可変費用 Vc がもちろんのこと、海外に資本投資を

行う際のリスクなども含まれると考える。たとえば生産をアウト・ソーシングする相手国

において、所有権の保護がなされないケースや、ビジネスを行う際の規制の存在などによ

って自由度が低い場合や、投資を行った際の知的所有権の保護が十分でない場合などは、

投資に対するリスクが存在するため、企業にとって資本コストは高くなると思われる。ま

た海外での賃金コストが低い場合は、 ww ~> となることから、条件 1, 2は満たされやすく

なる。 

いずれにせよこれらの生産コストの条件を満たさない場合は、海外で生産をおこなうイ

ンセンティブは働かないといえる。そのためこれらの条件を満たすことが、海外で部品及

び本体の生産を行う際の条件といえる。 

 

条件 3 ))((
~

VVVVHHLLLL emwtutuPuP η++++>  

条件 4 ))(( VVVVHHLM emwtutut η+++>  

 

この条件は、部品や完成品を国家間で移動する場合のコスト Mt , Ht , Vt が小さい場合に

満たされる。これらのコストの中には、部品や製品の輸送コストや関税などが含まれる。

これらの変数は、生産体制の変化に大きな影響を与える。たとえば Mt が小さくなると、生

産体制の転換点となる 2V や 3V の値が小さくなることなる。 3V が小さいほど、より海外での

生産が行われやすくなることから、部品の輸送コストが小さくなるほど、海外での生産が

行われやすくなるといえる。 

また本国からの部品の移動コスト Ht や製品の移動コスト Vt が小さくなると、
**V , ***V

や
****V の値が小さくなる。この場合、経営者の努力水準の問題もあり、一義的にその効

果を述べることは難しい。たとえば図 1のような場合は、部品・完成品ともに自国で生産

する可能性が増えることになる。しかし図 2のような場合は、何ら影響を持たない結果に

なる。これらの変数については、一意的な結果を導けないといえる。これらの条件を考慮

すると、つぎのような結果が導かれることが予想される。 

 まず賃金コストがやすい国ほど、部品および製品のアウト・ソーシングの受け入れが起

こりやすくなり、その結果、貿易規模が拡大することが予想される。これは条件 1, 2に対

応するものであり、そもそもこの条件が満たされない限り、国を超えた部品や製品の取引

はおこわなれないことになる。 

 同様にして、所有権の保護が弱く、まあビジネスを行う際の規制が存在する国ほど、海

外への投資を行うリスクが高まることから、投資費用が高まることになり。そのため部品

および製品のアウト・ソーシングの受け入れが起こりにくくなり、貿易規模は小さくなる
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であろう。また同様に、知的所有権の保護が十分でない国でも、技術の流出などによる損

失が起こることが予想されることから、コストが増加して、アウト・ソーシングが起こり

にくくなり、貿易規模は小さくなることが予想される。 

 各国間の貿易条件の一つとして重要な、FTA の締結は、国家間の貿易コストが減少する

ことから、貿易規模は大きくなることが予想される。しかし生産拡大にともなる経営者の

努力水準を、急激に逓増させる必要がある場合は、逆に貿易規模が小さくなる可能性がで

てくる。また各国間の距離は、輸送コストに影響を与えることが予想される。通常のグラ

ビティーモデルでは、各国間の距離が広がるほど、国家間の貿易コストが減少して、貿易

規模は大きくなることが予想されるが、しかしこれも FTAの場合と同様、経営者が生産拡

大に対し努力水準をどの程度増加させるかが重要となってくる。もし生産拡大に応じて、

経営者の努力水準が大幅に増加させる必要に迫られるときは、各国間の距離が短くても、

逆に貿易規模が縮小する可能性が出てくるといえる。 

 さらにアウト・ソーシングを行うためには、労働者の賃金水準だけでなく、質も重要な

要素になってくると思われる。特に高技術の部品や製品の生産には、海外からの技術に対

応するだけの能力が必要と思われる。もし賃金水準が低かったとしても、技術の習得に高

いコストを支払う必要が出てくるであろう。ここで労働者の質を、国民の学歴の水準で代

理すると、学歴の高いくにほど、アウト・ソーシングの受け入れは起こりやすくなると考

えられる。 また本国であれ、アウト・ソーシングを受け入れる国であれ、所得の増加な

どで製品に関する需要が増加すれば、どちらの国で生産をするにせよ、それだけ生産が増

加する。ただしこれも経営者の努力水準如何にかかってくることから、一意的にその効果

を決めることは難しいといえる。 

 いずれにせよ、モデルからは貿易に対して、以上のような効果が働くことが予想されるといえる。

次の節では、以上の条件を元に、マクロレベルの産業内貿易の決定要因について、検証をおこな

っていく。 
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6．．．．回帰分析回帰分析回帰分析回帰分析 

以下では、欧州市場における自動車産業の再編がおこなわれた 1990 年から 2007 年を対象に

産業内貿易の拡大の要因を前節のモデルと先行研究から仮説を提示し、検証をおこなう。 

これまで議論したように、欧州市場での自動車貿易は近年急速に増加している。Gabrisch and 

Segnana（2002）や Gabrisch（2006）などの実証研究では、EU と移行国との間の垂直的産業内貿易

の増加が指摘されているが、上記で示したように、自動車本体と自動車部品においては、水平、垂

直、一方的貿易のすべてのパターンにおいて増加が確認できる。 

帰無帰無帰無帰無仮説仮説仮説仮説 1：（：（：（：（経済規模経済規模経済規模経済規模とととと産業内貿易産業内貿易産業内貿易産業内貿易）））） 

自動車は通常上級財であると考えられるため、貿易国の GDP 規模が拡大すれば、それだけ自

動車及び部品の取引（すなわち貿易）量が拡大する。 

対立仮説対立仮説対立仮説対立仮説１１１１：：：：    貿易規模の拡大につれ、経営者への努力水準が逓増すると、自動車及び部品の

取引（すなわち貿易）量は減少する。 

 

自動車は通常上級財であると考えられるため、貿易国の GDP 規模が拡大すれば、生産量V が

増加するため、それだけ自動車及び部品の取引（すなわち貿易）量が拡大することが予想される。

自動車業界の再編にともない、自動車部品も自動車本体と同様に、国際的間での分業が進展して

いる。そのため自動車部品の需要は、国内市場にのみならず海外の自動車本体の需要、貿易量

の増加によっても生じるであろう。またトルコは、自動車の生産の拠点となっており、産業内貿易の

効果を受けていると思われる。しかしアウト・ソーシングを考えた場合、議論はそれほど単純にはな

らない。アウト・ソーシングを行うには、それだけ海外での経営には、コストがかかる。今回のモデル

では経営者の努力水準を考慮したモデルになっているが、努力水準の増加が、コスト要因となって

かえって貿易を減少させる可能性があることも予想される。 

帰無帰無帰無帰無仮説仮説仮説仮説 2：（：（：（：（要素賦存要素賦存要素賦存要素賦存のののの違違違違いいいい）））） 

生産のコスト要因である賃金格差が大きいと、産業内貿易が拡大する。また GDP の格差が大き

い国同士では、賃金格差も大きくなることから、産業内貿易が拡大することが予想される。 

 

これまでの先行研究では、要素賦存の異なる国の間では、垂直的貿易量は拡大することが指摘

されている。垂直的な製品差別化とは、同じ品目に分類される製品における品質の違いであると定

義される。2 国の間で生産要素（資本と労働）の賦存状態が異なり、高品質の製品はより資本集約

的な技術によって生産されると仮定した場合、高所得で資本が豊富な国はより高品質の製品の生

産に特化し、低所得で労働が豊富な国はより低品質の製品の生産に特化する。従って、2 国にお

ける資本と労働の賦存状態の差が大きいほど、両国の貿易における垂直的産業内貿易のシェア

が大きくなることが予想される。なお要素賦存量の違いについては、一人当たり GDP の差に加え、

賃金率の差を変数として使用した。また各国間の人的資本の差についても考慮する。 

EU 域内では、通貨統合がなされて以降は、域内での利子率はほぼ等しくなっている。そのため

GDP の格差は、賃金の格差を反映しているとも考えられる。ただし後述するように、資本コストは利
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子率のみならず、投資に対する危険リスクも考慮する必要がある。 

仮説仮説仮説仮説 3-1 ：（：（：（：（技術水準技術水準技術水準技術水準） 技術水準の異なる国の間では、垂直的貿易量は拡大し、技術水準が近

い国同士では水平的貿易が拡大する。 

 

仮説仮説仮説仮説 3-2：：：：    (労働者労働者労働者労働者のののの人的資本水準人的資本水準人的資本水準人的資本水準)    国境を越えた産業内分業をおこなうさい、相手国の国民は、

生産の技術水準を受け入れるだけの人的資本が必要であることから、高い技術水準を必要と

する製品ほど、高い人的資本水準が必要とされる。 

 

自動車（部品）産業は、技術水準の異なる国で、異なる部品が生産されている。そのため、技術

が異なる国の間における自動車部品は補完関係にあるといえる。メーカー本社は、各国間で産業

内分業を行う際、それぞれの国にどれだけの技術を移転させ、生産をさせるかを戦略的に決定す

る。もしメーカー本社が技術の低い製品を生産させようとするのであれば、各国間の技術の格差は

大きくなるであろう。 

その結果、技術の格差が大きいと付加価値の差が大きく異なる垂直的貿易の増加し、また技術

格差が小さいと、付加価値の差が小さい水平的貿易が拡大することが予想される。 

なお各国の自動車産業関連の技術水準は、European Patent Organization の Web サイトからの、

自動車に関する各国の毎年の特許出願総数を使用した。 

仮説仮説仮説仮説 4：（：（：（：（サービスリンクサービスリンクサービスリンクサービスリンク・・・・コストコストコストコスト）））） 

国際間での距離、貿易の取り組みによる関税・非関税障壁の低減、法制度の調和などサービス

リンク・コストの低下は（垂直的）貿易の拡大をもたらすことが指摘されている。本論では先行研究や、

を踏まえ、サービス・コストとして以下の 4 つの要因をあげる。 

 

帰無仮説帰無仮説帰無仮説帰無仮説 4-１１１１（（（（輸送輸送輸送輸送コストコストコストコスト））））:貿易相手国との距離が短いほど、輸送コストが小さくなり貿易量は拡

大する。 

対立仮説対立仮説対立仮説対立仮説    4-1（（（（輸送輸送輸送輸送コストコストコストコスト））））: 貿易相手国との距離が短くても、アウト・ソーシングのコストが増加

すると、貿易量は縮小する。 

 

生産国間の地理的な距離が離れると、輸送コストが増加するために財の双方向貿易は減

少すると考えられる。自動車本体と自動車部品の間の円滑なコミュニケーションが妨げられ、

効率的な生産ネットワークを構築することが困難になる。従って、距離が離れた国との間では、

貿易が少なく、その結果、垂直的産業内貿易も少な苦なる可能性がある。よって地理的距離

を表す変数は、垂直的・水平的産業内貿易に対して負の影響を与えると予想される。なお各

国間の距離には各首都間の距離を用いた。ただし生産の拡大にともない、アウト・ソーシング

のコストが増加するのであれば、距離効果はむしろマイナスの効果を持つ可能性もある。 

 

帰無仮説帰無仮説帰無仮説帰無仮説    4-2（（（（EU・・・・FTA のののの締結締結締結締結））））    EU・FTA の締結国の間では、貿易量は増加する。 
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対立仮説対立仮説対立仮説対立仮説    4-2    （（（（EU・・・・FTA のののの締結締結締結締結））））    EU・FTA の締結国の間であっても、アウト・ソーシングのコスト

が増加すると、貿易量は縮小する。 

 

EU 加盟国、FTA 加盟国との間の貿易は、関税・非関税障壁の低減、法制度の調和などによっ

てサービスリンク・コストを低下させる効果があり、貿易が拡大する。 

また投資環境は、投資コストに大きな影響を与えることが予想される。 

仮説仮説仮説仮説 5：：：：カントリーカントリーカントリーカントリー・・・・リスクリスクリスクリスク（（（（知財知財知財知財・・・・技術技術技術技術にににに係係係係わらないわらないわらないわらない））））    私有財産の保護の程度、投資の自由度など

政治的、法的な要因によるカントリー・リスクが高いと、貿易の拡大に負の影響を及ぼす。 

 

帰無仮説帰無仮説帰無仮説帰無仮説 5-1    （（（（知的財産権知的財産権知的財産権知的財産権のののの保護保護保護保護））））知的財産の保護の程度が低いと、貿易量は低下する。 

 

通常、アウト・ソーシングを行う際、技術を保有する国と技術を利用する国が異なっていることが

おおい。そのため知的財産権の保護の程度が低い国では、技術所有国からの技術移転に負の影

響を及ぼす要因となる。保護の程度が弱いということは、投資を行う際のカントリー・リスクが高くなる

ことを意味し、その結果、資本コストが拡大することになる。よって生産コストは増大して、貿易量を

減少するであろう。 

帰無仮説帰無仮説帰無仮説帰無仮説 5-2    （（（（所有権所有権所有権所有権のののの保護保護保護保護））））所有権の保護の程度が低いと、貿易量は低下する。 

 

 これも知的財産権の保護と同様、投資を行う際のカントリー・リスクが高くなることを意味し、その

結果、資本コストが拡大することになる。よって生産コストは増大して、貿易量を減少するであろう。 

帰無仮説帰無仮説帰無仮説帰無仮説 5-3    （（（（ビジネスビジネスビジネスビジネス活動活動活動活動のののの自由度自由度自由度自由度）））） ビジネス活動の自由度が大きいと、アウト・ソーシング

国における生産活動が自由になることから、生産コストが減少し、貿易量は増加する。 

 

以上の仮説について、貿易および産業内貿易の拡大について、部品を技術水準に応じて、高

技術と低技術に、また自動車本体も高技術、低技術に分けた上で、それぞれ垂直貿易と水平貿易

の決定要因について、分析を行う。実証分析では、以下のモデルを検証する。 

Model １１１１ 

lntradekk’t =  α0 + α11 lngdp_01kk’t + α12 lngdp_02kk’t + α22 dgdppckk’t +α31 dpatent_macrokk’t + α32 

dhumancapitalkk’t + α41 distancekk’t + α42 FTA kk’t+ α53 business_freekk’t +  α61 d_p01kk’t +α62 dp02kk’t 

+  εkk’t  

 

Model 2 

lntradekk’t =  α0 + α11 lngdp_01kk’t + α12 lngdp_02kk’t +α21 dwagekk’t +α31 dpatent_macrokk’t +  α41 

distancekk’t + α42 FTA kk’t+ α53 business_freekk’t +  α61 d_p01kk’t +α62 dp02kk’t +  εkk’t  

 

Model 3 
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lntradekk’t =  α0 + α11 lngdp_01kk’t + α12 lngdp_02kk’t +α31 dpatent_macrokk’t + α32 dhumancapitalkk’t + 

α51 patent_rightkk’t + α61 d_p01kk’t +α62 dp02kk’t +  εkk’t  

  

Model 4 

lntradekk’t =  α0 +  α41 distancekk’t + α51 patent_rightkk’t +α52  property_rkk’t + α61 d_p01kk’t +α62 

dp02kk’t +  εkk’t  

 

説明変数の定義は以下の通りである。 

 

ｌｌｌｌngdp_01, lngdp_02：：：： 各貿易国の GDP 水準（US ドル単位・対数値)。World Bank (2002b) を利用

した。両国の GDP の平均値でなく、国ごとの GDP 水準を使用したのは、両国間の

GDP の平均値が同じでも、近い場合と、格差が大きい場合には異なる結果になること

が予想されるからである。たとえば A、B 国の GDP 水準が 1 億ドル同士である場合と、

A 国の GDP が 1.9 億ドル、B 国の GDP が 0.1 億ドルの場合では異なる結果になるで

あろう。 

dwage: 貿易国の賃金率の差の絶対値を使用した。なお各国の賃金率は、IMF の製造業の労働

賃金率を使用、為替レートの違いは、Penn World Tables (2006)を使用して、基準化した。 

dgdppc: 貿易国間の一人当たり GDP 水準の差（US ドル単位・絶対値を対数化した値)。World 

Bank (2002b) 

dpatent_macro:    両国間の自動車産業全体における特許公開数の差 

distance： 貿易相手国間の首都の間の地理的距離（単位：1,000km）の対数値。各首都間の緯度

と経度をもとに計算し、算出した。なお経度と緯度に関しては、CIA のホームページ

(https://www.cia.gov/cia/publications/factbook/)より、データを使用した。 

FTA: 自由貿易協定締結ダミー。貿易国通しで自由貿易協定を結んでいる場合、FTA=1,そうでな

い場合は 0 という値をとる。EU 加盟ダミー（1994 年の加盟を起点。それ以降の加盟国は加

盟年）か、トルコの場合は、1996 年に EU との関税同盟を結んだ時期以降とする。 

dhumancapital：：：：1990 年時点における、両国間の平均就学年数の差の絶対値。両国の人的資本

の差の代理変数とした。平均就学年数は、Barro and Lee (2002a)を利用した。両国間の差

を説明変数として採用したのは、技術を持つ国と技術を受け入れる国の間で、双方の労働

能力に差がないことが重要であると考えたからである。 

patent_right: 知的所有権保護の度合いを表す変数の平均値。Park and Wagh (2002)の "Index 

of Patent Rights" を使用した。 

property_r:  所有権の保護の度合いの平均値。 Institutional Investor Systems が発行する

Institutional Investor 誌上で、デフォルトの危険性をもとに算出した各国の信頼度指標（0

－100 の間の数値をとる）が毎年発表されており、それを採用。 

business_free: ビジネスの自由度の平均値。Institutional Investor Systems のデータを採用。 
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d_p01: 貿易を行う国が、ともに自動車本体の生産国である場合を 1、それ以外を 0 とするダミー変

数。 

 

なお高技術と低技術の間の産業の区別の方法は以下のとおり。技術を測る変数として European 

Patent Office(http://ep.espacenet.com/?locale=en_EP)から 1980 年から 2007 年の 各国、6 桁分類

の特許データから、その年の自動車産業のなかで特許獲得数の多い産業を中央値から技術の高

い産業と低い産業を判別した。自動車産業に関する特許は、Bart Verspagen, Ton van Moergastel 

and Maureen Slabbers による MERIT concordance table: IPC - ISIC (rev. 2)を参照した。 

なお本節では、垂直的な差別化か水平的な差別化かを区別する基準として、トルコや東欧など

の国では、為替の変動が大きいことなどなどの理由から、また石戸他(2003)の研究を参考に、25％

基準を用いて算出した指標を主に使用する。 

 

 

7.推計結果推計結果推計結果推計結果 

結果は以下のとおりである。まず部品の垂直的および水平的貿易構造についてみてみる（表 5

および表 6）。まず表 5 の垂直的産業内貿易についていく。低技術の部品の垂直貿易については、

貿易国の GDP 水準（lngdp_01, lngdp_02）が高いと、貿易量が増えることから、仮説 1 が支持された。

また賃金格差(dwage)や GDP の格差(dgdppc)が大きいほど、貿易規模が拡大することから、労働コ

スト（dwage）や要素賦存量（dgdppc）の違いが、垂直的貿易の増大に寄与することがわかり、帰無

仮説 2 を支持する結果となった。また技術の違い（dpatent_macro）が大きいほど、垂直的貿易が拡

大することから、帰無仮説 3 が支持される。 

またサービスリンク・コストとなる国家間の距離変数(distance)は正で有意となるし、また FTA 締結

ダミー（FTA）は正の係数を取る場合は有意となることから、仮説 4-1、4-2 がそれぞれ成立することと

いえる。またカントリー・リスクとなる、知的財産の保護の程度（patent_right, 仮説 5-1 を検証）につ

いては、係数が正で有意となることから、保護の度合いが大きいほど、部品の垂直貿易が起こりや

すいことがいえる。ただしビジネスの自由度(business_free)は、係数の符号条件が安定しないことか

ら、明確な結論を導けなかった。またコントロール変数として、自動車生産国同士の場合(ダミー変

数、d_p01)では貿易規模が大きくなる傾向にあることがわかった。これは自動車生産国同士で、低

技術の部品をお互いに取引していることがわかる。 

 以上の結論から、アウト・ソーシングによる産業内貿易においては、アウト・ソーシングのコストの増

加はそれほど大きくなく、生産コストや輸送、関税など要因のほうが大きな役割を持っているといえ

る。 

 同様の傾向は、高技術の自動車部品の垂直貿易についても、ほぼ同様の結論がえられた。ただ

し高技術の自動車部品の場合、貿易国同士の人的資本の水準の格差は小さいほうが

(dhumancapital の係数が負で有意)、貿易規模が拡大する傾向にあることがわかった。これは高技

術の部品の生産をアウト・ソーシングする場合、賃金率が低くても高い教育水準を持つ国に実施す
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る傾向にあることがわかった。 

 また低技術の自動車本体の垂直的産業内貿易は、貿易国の GDP 水準（lngdp_01, lngdp_02）

や、賃金格差(dwage)は正で有意、サービスリンク・コストとなる国家間の距離変数(distance)は負で

有意となるし、また FTA 締結ダミー（FTA）は正の係数を取る場合は有意となることから、部品の貿

易の場合と同様、仮説 4-1、4-2 がそれぞれ成立することがわかった。 

しかし部品の場合と違い、所有権の保護の度合い(property_r)で、正で有意な結果がえられるこ

とや、GDP の格差(dgdppc)の違いや、技術の違い（dpatent_macro）、知的財産の保護の程度

（patent_right）などでは係数の有意性が確認できなかった。これは低技術の完成品の場合、知的

財産の保護よりは、所有権の保護が重要である可能性がある。 

逆に、高技術の自動車本体の垂直的産業内貿易では、低技術の自動車本体の垂直貿易の場

合と同様、貿易国のGDP 水準（lngdp_01, lngdp_02）や、賃金格差(dwage)、サービスリンク・コストと

なる国家間の距離変数(distance)、FTA 締結ダミー（FTA）で係数が、正で有意となることに加え、技

術の違い（dpatent_macro）や、知的財産の保護の程度（patent_right）も重要になってくることがわか

った。これは高技術の自動車本体の垂直貿易を行う場合、アウト・ソーシング先の国に多くの技術

を必要としない自動車の生産をしながらも、技術の保護には慎重な対応をしている傾向にあること

が伺えるといえる。 

 

次に表 6 の、水平的産業内貿易についてみていく。まず低技術の部品貿易についてみてみると、

貿易国の GDP 水準（lngdp_01, lngdp_02）などで正の有意性、サービスリンク・コストとなる国家間の

距離変数(distance)で負の有意性、FTA 締結ダミー（FTA）などの係数で正の有意性が確認され

た。 

また技術の違い（dpatent_macro）が大きいほど、水平的貿易が拡大することがわかった。これは

仮説 3 で予想された結果と異なるものといえる。これは自動車メーカー本社をもつ国と、アウト・ソー

シングをおこなう国との技術の格差を保ちつつ、水平的産業内貿易を行っていることを意味してい

る。従来の産業内貿易では、製品価格の違いが、製品の技術の違いを表していると考える向きもあ

ったが、自動車産業においては、技術の取り扱いはきわめて慎重におこないつつ、国際的な戦略

を立てていることが伺えると結果と推測される。 

またカントリー・リスクとなる、知的財産の保護の程度（patent_right）や所有権の保護の度合い

(property_r)が高いほど、貿易規模が拡大することがわかった。その一方で、賃金格差や GDP の格

差については係数の有意性が確認できなかった。このことから、低技術の部品とはいえ、水平的産

業内貿易においては、生産コスト要因ではなく、サービスリンク・コストや知的財産の保護など、技

術関連の環境が重要な要因になっていることがわかる。 

高技術の部品における水平的産業内貿易においては、低技術のときと同様、貿易国の GDP 水

準（lngdp_01, lngdp_02）や、FTA 結集ダミーなどで正の有意性、サービスリンク・コストとなる国家間

の距離変数(distance)で負の有意性が確認されるし、また低技術の部品の場合と同様、技術の違

い（dpatent_macro）が大きいほど、また知的財産の保護の程度（patent_right）や所有権の保護の度
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合い(property_r)が高いほど、貿易規模が拡大することがわかる。 

その一方で、2 カ国間の人的資本水準の違いがちいさいほど、貿易規模が拡大することがわか

った。これは高技術の自動車部品における垂直的産業内貿易でも同様の結論が得られたことから

わかるように、高技術の部品製造には、その国の教育水準が高いことが必要とされるといえよう。 

次に低技術の自動車本体の水平的産業内貿易についてみてみると、貿易国の GDP 水準

（ lngdp_01, lngdp_02 ） や 、 GDP 格 差 (dgdppc) で 正 で 有 意 と な る 一 方 で 、 技 術 の 違 い

（dpatent_macro）が大きいほど、貿易規模が拡大することがわかる。またサービスリンク・コストとなる

国家間の距離変数(distance)は負で有意となるし、また FTA 締結ダミー（FTA）は正の係数を取る場

合は有意となることがわかる。その一方で、所有権の保護の度合い(property_r)や知的財産の保護

の程度（patent_right）などで係数の有意性が確認できなかった。 

逆に、高技術の自動車本体の水平的産業内貿易では、技術の違い（dpatent_macro）や、知的

財産の保護の程度（patent_right）、知的財産の保護の程度（patent_right）などで優位性が確認さ

れた。 

 

 これらの推計結果からわかることは、部品、自動車本体を問わず、経済規模の拡大とともに、貿易

規模が拡大していくこと、また FTA が産業内貿易の拡大に大きな役割を果たしていることがわかっ

た。また国家間の地理的要因も貿易に重要な役割を果たしており、これが EU 圏内における地域

間の分業体制と、生産拠点の形成の一因になっているといえよう。 

 また高品質の部品の場合、垂直、水平的産業内貿易ともに、貿易国同士で人的資本水準が近

い条件がひつようとなることがわかった。これはアウト・ソーシングをする際に、その相手国の国民の

教育水準が高いことが必要であるといえる。 

さらに産業内貿易の際に、技術格差が大きい国同士で貿易を行う傾向があり、知的財産の保護

が、アウト・ソーシングに重要な役割を果たしていることがわかったことがわかった。これは自動車産

業では、アウト・ソーシングの際、技術的要因を重要視していることがいえ、自動車部品で特に強く

傾向が見られた。なおアウト・ソーシングの際の、生産増加に伴う費用の逓増の効果は、EU 域内の

貿易ではみられなかった。 
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表表表表 5    欧州市場欧州市場欧州市場欧州市場におけるにおけるにおけるにおける垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易のののの決定要因決定要因決定要因決定要因 

被説明変数：lntrade(貿易総額・US ドル) 

 
Model  1 Model 2 Model  3 Model  4

lngdp_01 0.63 ** 0.95 ** 0.48 **
(9.07) (6.67) (3.78)

lngdp_02 0.62 ** 0.80 ** 0.61 **
(7.61) (4.74) (4.37)

dwage 0.0000006 **
(3.10)

dgdppc -0.0000174 *
(2.09)

dpatent_macro 0.0001161 ** 0.0001117 0.0002238 **
(3.85) (1.60) (3.53)

dhumancapital -0.14
(1.25)

distance -0.0009753 ** -0.0014768 ** -0.0008668 **
(7.32) (5.87) (2.69)

fta 0.59 * -0.38
(2.37) (0.75)

d_p01 1.27 ** 1.12 ** 0.52 2.14 **
(5.43) (2.76) (1.39) (3.76)

d_p03 0.47 2.67 ** -1.25 -2.69 **
(1.17) (3.74) (1.03) (2.90)

patent_right 1.96 ***

(1.67)

property_r 0.02
(1.04)

business_free -0.03 * 0.00 0.05 *
(2.31) (0.02) (2.06)

Constant -16.71 ** -30.94 ** -18.84 ** 3.27
(5.30) (4.80) (3.95) (0.77)

Observations 486.00 162.00 156.00 99.00

R-squared 0.56 0.58 0.45 0.28

垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易　　　　低技術低技術低技術低技術・・・・自動車部品自動車部品自動車部品自動車部品

 

 
Model  1 Model 2 Model  3 Model  4

lngdp_01 0.88 ** 0.87 ** 0.78 **
(10.85) (5.01) (6.74)

lngdp_02 0.72 ** 0.76 ** 0.88 **
(7.62) (3.92) (6.28)

dwage 0.0000000
(0.05)

dgdppc -0.0000177 ***
(1.82)

dpatent_macro 0.0001582 ** 0.0002619 ** 0.0002701 **
(5.60) (3.08) (4.94)

dhumancapital -0.31 *
(2.53)

distance -0.0010051 ** -0.0011691 ** -0.0009274 *
(6.53) (4.07) (2.60)

fta 0.15 -0.04
(0.54) (0.08)

d_p01 1.68 ** 1.59 ** 2.18 ** 3.17 **
(5.96) (2.87) (4.69) (6.34)

d_p03 -0.28 0.69 -0.15 -2.68 **
(0.55) (0.88) (0.19) (4.39)

patent_right 2.18 **

(2.90)

property_r 0.08 **
(3.20)

business_free 0.0044439 0.02 0.06 *
(0.30) (0.68) (2.42)

Constant -27.80 ** -29.63 ** -34.71 ** -1.85
(7.60) (4.13) (7.72) (0.59)

Observations 516.00 165.00 189.00 132.00

R-squared 0.60 0.62 0.61 0.37

垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易　　　　高技術高技術高技術高技術・・・・自動車部品自動車部品自動車部品自動車部品

 

推計方法： Pooled OLS カッコ内は t値 

'+ significant at 10%; * significant at 5%; ** significant at 1% 
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Model  1 Model 2 Model  3 Model  4

lngdp_01 0.56 ** 0.71 0.71 **
(3.74) (1.49) (2.84)

lngdp_02 0.66 ** 0.56 0.61 **
(4.14) (1.30) (2.81)

dwage 0.0000007 ***
(2.55)

dgdppc -0.0000220
(1.43)

dpatent_macro 0.0000497 0.0001521 0.0002072 *
(0.94) (1.38) (2.32)

dhumancapital -0.01
(0.06)

distance -0.0003369 -0.0012409 * 0.0004259
(1.38) (2.16) (0.80)

fta 0.95 *** 0.12
(1.81) (0.09)

d_p01 1.62 ** 2.51 2.38 ** 2.73 **
(3.51) (1.58) (3.00) (3.14)

d_p03 -0.95 1.13 0.02 -2.68 ***
(1.46) (0.48) (0.02) (1.89)

patent_right 1.20

(1.01)

property_r 0.08 *
(2.67)

business_free 0.02 0.0013108 0.02
(0.69) (0.03) (0.47)

Constant -19.61 ** -19.73 -23.56 ** 0.62
(3.29) (1.08) (2.90) (0.14)

Observations 252.00 73.00 97.00 47.00

R-squared 0.41 0.46 0.37 0.34

垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易　　　　低技術低技術低技術低技術・・・・自動車本体自動車本体自動車本体自動車本体

 

 
Model  1 Model 2 Model  3 Model  4

lngdp_01 0.99 ** 1.04 ** 0.99 **
(9.03) (3.57) (6.78)

lngdp_02 0.88 ** 0.81 ** 1.11 **
(8.16) (3.53) (7.64)

dwage 0.0000006 *
(2.06)

dgdppc -0.0000237 ***
(1.84)

dpatent_macro 0.0001678 ** 0.0000768 0.0001085 ***
(6.18) (1.03) (1.93)

dhumancapital -0.15
(1.23)

distance -0.0003664 *** -0.0003164 0.0007563
(1.86) (0.81) (1.57)

fta -0.21 -0.36
(0.54) (0.53)

d_p01 1.79 ** 3.21 ** 2.17 * 4.25 **
(4.44) (3.03) (2.42) (5.41)

d_p03 1.35 0.39
(1.64) (0.17)

patent_right 2.61 ***

(1.87)

property_r 0.04
(1.02)

business_free -0.03 *** -0.02 0.02
(1.83) (0.46) (0.67)

Constant -30.94 ** -32.98 ** -41.33 ** -1.79
(6.79) (3.27) (7.22) (0.34)

Observations 366.00 100.00 132.00 87.00

R-squared 0.61 0.53 0.55 0.36

垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易垂直的産業内貿易　　　　高技術高技術高技術高技術・・・・自動車本体自動車本体自動車本体自動車本体

 

推計方法： Pooled OLS カッコ内は t値 

'+ significant at 10%; * significant at 5%; ** significant at 1% 
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表表表表 6    欧州市場欧州市場欧州市場欧州市場におけるにおけるにおけるにおける水平的産業内貿易水平的産業内貿易水平的産業内貿易水平的産業内貿易のののの決定要因決定要因決定要因決定要因 

被説明変数：lntrade(貿易総額・US ドル) 

  
Model  1 Model 2 Model  3 Model  4

lngdp_01 0.61 ** 0.61 ** 0.68 **
(12.21) (5.97) (7.24)

lngdp_02 0.46 ** 0.41 ** 0.74 **
(8.55) (3.83) (7.91)

dwage 0.0000001
(0.38)

dgdppc 0.00
(1.60)

dpatent_macro 0.0000790 ** 0.0000890 * 0.0001217 **
(4.31) (2.03) (3.11)

dhumancapital -0.02
(0.26)

distance -0.0012269 ** -0.0011947 ** -0.0006245 **
(13.58) (8.59) (2.82)

fta 0.91 ** 1.37 **
(5.45) (5.19)

d_p01 1.87 ** 2.28 ** 1.22 ** 3.15 **
(13.23) (8.42) (4.74) (10.26)

d_p03 0.38 1.05 0.76 -2.46 **
(1.10) (0.98) (0.84) (5.52)

patent_right 2.76 **

(4.55)

property_r 0.03 *
(2.23)

business_free 0.0014702 0.02 *** 0.02
(0.16) (1.78) (1.39)

Constant -14.14 ** -15.07 ** -25.68 ** -1.26
(6.39) (3.44) (7.37) (0.55)

Observations 1171.00 391.00 436.00 242.00

R-squared 0.54 0.55 0.42 0.45

水平的産業内貿易水平的産業内貿易水平的産業内貿易水平的産業内貿易　　　　低技術低技術低技術低技術・・・・自動車部品自動車部品自動車部品自動車部品

 

 
Model  1 Model 2 Model  3 Model  4

lngdp_01 1.12 ** 1.36 ** 0.97 **
(22.62) (14.07) (12.00)

lngdp_02 0.95 ** 1.07 ** 1.00 **
(16.66) (9.32) (10.20)

dwage 0.0000002 ***
(1.94)

dgdppc -0.0000066
(1.11)

dpatent_macro 0.0001115 ** 0.0001140 ** 0.0002162 **
(6.58) (2.94) (5.48)

dhumancapital -0.17 **
(2.83)

distance -0.0012065 ** -0.0015083 ** -0.0007665 **
(13.69) (10.70) (3.21)

fta 0.17 0.05
(0.95) (0.16)

d_p01 2.26 ** 2.20 ** 2.21 ** 3.49 **
(14.03) (6.42) (7.81) (10.31)

d_p03 -0.45 0.30 -2.31 ** -3.53 **
(1.01) (0.27) (2.90) (4.40)

patent_right 2.02 **

(3.26)

property_r 0.08 **
(5.26)

business_free 0.03 ** 0.03 0.05 **
(2.95) (1.41) (3.11)

Constant -40.96 ** -49.71 ** -41.51 ** -0.97
(18.08) (11.51) (12.17) (0.38)

Observations 1020.00 344.00 373.00 231.00

R-squared 0.73 0.70 0.65 0.51

水平的産業内貿易水平的産業内貿易水平的産業内貿易水平的産業内貿易　　　　高技術高技術高技術高技術・・・・自動車部品自動車部品自動車部品自動車部品

 

推計方法： Pooled OLS カッコ内は t値 

'+ significant at 10%; * significant at 5%; ** significant at 1% 
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Model  1 Model 2 Model  3 Model  4

lngdp_01 0.34 ** 0.12 0.38 **
(3.85) (0.68) (2.82)

lngdp_02 0.33 ** 0.26 0.49 **
(3.33) (1.38) (3.33)

dwage 0.0000003
(1.47)

dgdppc -0.0000259 **
(3.15)

dpatent_macro 0.0000835 * 0.0001627 * 0.0001164
(2.37) (2.35) (1.60)

dhumancapital -0.35
(3.09)

distance -0.0008123 ** -0.0009408 ** -0.0010967 *
(4.70) (3.30) (2.40)

fta 0.51 1.44 **
(1.54) (2.79)

d_p01 1.83 ** 1.77 ** 1.92 ** 1.89 **
(7.39) (3.89) (5.08) (3.63)

d_p03 0.57 0.29 0.51 -3.13 *
(1.03) (0.34) (1.07) (2.54)

patent_right 1.15

(1.31)

property_r 0.01
(0.30)

business_free 0.02 0.03 0.04 ***
(1.48) (1.30) (1.89)

Constant -4.53 1.81 -11.59 * 9.66 **
(1.16) (0.24) (2.27) (3.04)

Observations 486.00 154.00 182.00 101.00

R-squared 0.40 0.39 0.36 0.35

水平的産業内貿易水平的産業内貿易水平的産業内貿易水平的産業内貿易　　　　低技術低技術低技術低技術・・・・自動車本体自動車本体自動車本体自動車本体

 

 
Model  1 Model 2 Model  3 Model  4

lngdp_01 0.82 ** 1.02 ** 0.81 **
(8.82) (3.95) (7.17)

lngdp_02 0.71 ** 1.30 ** 0.99 **
(6.94) (4.57) (6.32)

dwage -0.0000001
(0.37)

dgdppc -0.0000234 *
(2.27)

dpatent_macro 0.0001234 ** 0.0000359 0.0001873 **
(3.78) (0.38) (2.65)

dhumancapital -0.16
(1.23)

distance -0.0006981 ** -0.0008580 *** -0.0000031
(3.94) (1.97) (0.01)

fta 0.09 0.29
(0.28) (0.43)

d_p01 2.63 ** 1.56 * 2.99 ** 4.03 **
(9.37) (2.00) (6.61) (7.09)

d_p03 -1.24 -0.42 0.0000000 -1.65
(1.60) (0.34) (.) (1.64)

patent_right 1.80 *

(2.22)

property_r 0.08 **
(3.60)

business_free 0.04 * 0.02 0.04
(2.42) (0.59) (1.29)

Constant -27.93 ** -45.97 ** -35.85 ** -0.17
(6.66) (4.04) (7.19) (0.05)

Observations 489.00 117.00 203.00 110.00

R-squared 0.59 0.58 0.56 0.41

水平的産業内貿易水平的産業内貿易水平的産業内貿易水平的産業内貿易　　　　高技術高技術高技術高技術・・・・自動車本体自動車本体自動車本体自動車本体

 

推計方法： Pooled OLS カッコ内は t値 

'+ significant at 10%; * significant at 5%; ** significant at 1% 
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8．．．．結論結論結論結論 

本稿では、EU 単一市場の誕生、東方拡大などによって急速に変容する欧州自動車産業に注

目しながら、近年の生産体制の変容や自動車部品産業との関係について考察してきた。EU は、

2004 年に、中・東欧 10 カ国がＥＵ加盟を実現し、EU25 カ国体制が発足した。これに伴い様々な産

業構造の再編が急速に進行している。なかでも本論で取り上げた自動車産業は、1990 年代より国

際的な生産拠点の再編がおこなわれ、これに伴い貿易拡大だけではなく、そのパターンも複雑な

様相を呈している。 

こうした動きは直接投資の増加と、そのなかで生産工程の一部を海外へと移すフラグメンテーシ

ョンが重要な役割を果たしている。本稿では、自動車産業を自動車の完成品と部品部門に分け、

さらに各国の特許に着目して高技術と低技術に分類し、直接投資とフラグメンテーションの関係に

モデルを構築し、実証分析をおこなった。 

モデル分析の結果、アウト・ソーシングの決定要因として、直接投資先の生産コストが低いことが

示された。しかし生産の増加に伴い、経営者への報酬やモニタリングに対するコストなど、アウト・ソ

ーシングにかかるコストが増加するならば、逆にアウト・ソーシングが起こらなくなる可能性がある。

つまりフラグメンテーションの決定は、複数の要因が複雑に影響していることが示された。 

また実証研究では、各国の経済規模の拡大とともに、部品、自動車本体の貿易規模が拡大して

いくことがわかった。さらに FTA など EU における貿易環境の変化が、自動車メーカーの国境を越

えた生産体制の拡大と、産業内貿易の拡大に大きな役割を果たしていることが確認された。国家

間の地理的要因が、EU 圏内の国際分業体制と、生産拠点の形成の一因になっているといえる。 

 また高品質の部品の場合、垂直、水平的産業内貿易ともに、貿易国同士で人的資本水準の格

差が小さいこと条件となることがわかった。これはアウト・ソーシングをする際に、その相手国の国民

の教育水準も高いことが条件となるといえる。 

さらに自動車の産業内貿易では、技術格差が大きい国同士で盛んに行われる傾向にあり、知的

財産の保護が重要であることがいえた。これはアウト・ソーシングを行うさいに、技術的要因を重視

していることを意味している。この傾向は、自動車部品で強くあらわれていた。 

EU の単一市場によって自動車産業はメーカー各社の再編のみならず、国境を越えた生産体制

を構築した。こうしたグローバリゼーションと統合の進展は、過剰生産問題を抱えるなか、サブプラ

イム問題に端を発する金融危機となり、自動車産業を直面している。今後アメリカのデトロイト３の経

営破綻は、国境を越え自動車メーカー同士の新たな編成が進むであろう。これに伴いさらなる生産

拠点の編成が余儀なくされ、国際貿易にも影響を及ぼすであろう。 

一方で、今回のアメリカ自動車産業の救済には、環境問題への取り組みが重要な要件となって

いる。こうしたなか、EU はすでに「全型式認定」が導入され、より厳しい環境・安全基準である自動

車排気ガス規制（EuroX）による二酸化炭素の削減、車両リサイクル、エネルギー税といった問題に

取り組んでいる。この動きが、EU レベルでの競争力の向上をともない進展している。国境等の障壁

除外による市場アクセスの改善による販路拡大、スケールメリットの追求、新技術革新等の新分野

への適応能力（環境規制）の方向にどのように対応するのか、企業競争力の試金石となるであろう。
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i なかでも統一基準の設定措置、個別部品の規格統一・認証の進展を車両全体にカバーする

「全型式認定」の影響は大きいとされる。 
iiアジア地域における産業内貿易についての先行研究は、Hu and Ma (1999)が中国とその貿

易相手国との間の垂直的・水平的産業内貿易を被説明変数としてその決定要因の分析を

行っている。分析では化学、工業製品、機械類および輸送機器、雑製品について、中国

とその貿易相手国 45 カ国との貿易に着目し、FDI と垂直的産業内貿易との間に有意な正

の関係があることを見出している。 
iii若杉隆平（2008),p.140 このインデックスの産業分類に自動車産業は含まれていない。 
iv若杉隆平（2008),p.196 
v池田正孝・中川洋一郎編（2000）を参照。 
vi前間 孝則(2002),pp.259-260 
vii下川浩一（2004),pp.326-327 
viii高橋泰隆・芹澤成光(2009) pp.8-6 
ix細矢浩志（2006）,pp.232-259 
x2006 年時点で、5900 社超のサプライヤーがリンクしており、優秀な技術革新のアイディア

を出したサプライヤーからの生産受注を重視している。下川浩一（2004）, pp.326-327 
xi細矢浩志（2006）,pp.234-235 
xii高橋泰隆・芹澤成光(2009) pp.93-116 .また、新興国における生産拠点は、ルーマニア、ロ

シア、モロッコ、コロンビア、インド、ブラジル、トルコにある。 
xiii ルーマニは 1993年、トルコは 1996年に EUとの通商協定締結により大幅な関税の引き

下げがおこなわれている。細矢浩志（2006）p240. 
xiv下川浩一（2004）,pp.326-327 
xv高橋泰隆・芹澤成光(2009）,p.168 
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xvi前間 孝則(2002) を参照。 
xvii細矢浩志（2006）, pp.232-259 
xviiiFOURIN（1997）を参照。 

xix たとえば )1/( ii ee +=η を仮定すると、 J
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となり、 Jwe J /3= となることが

わかる。 

xx (1)式で等式が成り立つとき、 1=Mλ となり、 )(
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= 、かつ
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iii wdieee =−∫ ))()(( φη  という条件が導かれる。後者の条件から、経営者の努力水準

が決まり、その結果、 iiMP も決定されることとなる 

xxi この需要関数の逆関数が存在すれば、 ),( IVPP vv = となり、 0<
∂

∂

V

Pv , 0>
∂

∂

I

Pv となる

ことがわかる。 
xxii なお経営者の固定報酬水準 fw が 0より大きい場合、利潤 vπ は負の値をとることがわか

る。これは fw が内点解を持つときに、 1=λ となることからわかる。 

xxiii 第 3国向けの生産を考慮しても、基本的に結論は変わらないことがいえる。そのため今

回の分析では、この部分は割愛させていただいた。 
xxiv この条件は、海外で生産を行う際の賃金率や利子率が十分小さいときに満たされる。 
xxv この条件も、海外で生産を行う際の賃金率や利子率が十分小さいときに満たされる。 


